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「京都市建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律に基づく適合性判定等に関する要綱」改正案新旧対照表 

 

現行 改正後 

京都市建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律に基づく適合

性判定等に関する要綱 

平成２８年３月２９日 決定 

平成２９年３月２８日 改定 

令和 ３年３月１９日 改定 

令和 ５年４月 １日 改定 

令和 ６年４月 １日 改定 

 

 

目次 

 第１章 総則（第１条・第２条） 

 第２章 建築物エネルギー消費性能適合性判定等（第３条―第１２

条） 

 第３章 建築物の建築に関する届出等（第１３条―第１７条） 

 第４章 建築物エネルギー消費性能向上計画の認定等（第１８条―第

３１条） 

 第５章 建築物のエネルギー消費性能に係る認定等（第３２条―第３

８条） 

 第６章 その他（第３９条・第４０条・第４１条） 

 附則 

 

 

 

京都市建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律に基づく適合

性判定等に関する要綱 

平成２８年３月２９日 決定 

平成２９年３月２８日 改定 

令和 ３年３月１９日 改定 

令和 ５年４月 １日 改定 

令和 ６年４月 １日 改定 

令和 ７年４月 １日 改定 

 

目次 

 第１章 総則（第１条－第４条） 

 第２章 建築物エネルギー消費性能適合性判定等（第５条―第１２

条） 

（削除） 

 第３章 建築物エネルギー消費性能向上計画の認定等（第１３条―第

２６条） 

（削除） 

 

 第４章 その他（第２７条・第２８条） 

 附則 
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第１章 総則 

（目的） 

第１条 この要綱は、建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律

（以下「法」という。）、建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する

法律施行令及び建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律施行

規則（以下「省令」という。）に定めるもののほか、建築物エネルギー消

費性能適合性判定（以下「省エネ適判」という。）、建築物の建築に関す

る届出、建築物エネルギー消費性能向上計画の認定（以下「性能向上計

画認定」という。）及び建築物のエネルギー消費性能に係る認定（以下「基

準適合認定」という。）に関し、必要な事項を定めることを目的とする。 

（定義） 

第２条 この要綱において使用する用語の意義は、法に定めのあるものの

ほか、当該各号に定めるところによる。 

⑴  審査機関 京都市都市計画関係手数料条例（以下「手数料条例」

という。）別表第１０備考２の規定に基づき、性能向上計画認定に

おいては法第３５条第１項各号に掲げる基準、基準適合認定におい

ては建築物エネルギー消費性能基準に適合することを確認できる

ものとして市長が定める書類を発行できる者をいう。 

⑵  モデル建物法 基準適合認定においては建築物エネルギー消費

性能基準等を定める省令（以下「基準省令」という。）第１条第１

項第１号ロに掲げる基準、性能向上計画認定においては基準省令第

１０条第１号イ⑵及び同号ロ⑵に掲げる基準に適合することを確

認するものをいう。 

⑶  仕様基準等 基準適合認定においては基準省令第１条第１項第

２号イ⑵及び同号ロ⑵又は同号イ(3)及び同号ロ(3)に掲げる基準

に、性能向上計画認定においては基準省令第１０条第２号イ⑵及び

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この要綱は、建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律

（以下「法」という。）、建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する

法律施行令及び建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律施行

規則（以下「省令」という。）に定めるもののほか、建築物エネルギー消

費性能適合性判定（以下「省エネ適判」という。）及び建築物エネルギー

消費性能向上計画の認定（以下「性能向上計画認定」という。）に関し、

必要な事項を定めることを目的とする。 

 

（定義） 

第２条 この要綱において使用する用語の意義は、法に定めのあるものの

ほか、当該各号に定めるところによる。 

⑴ 審査機関 京都市都市計画関係手数料条例（以下「手数料条例」と

いう。）別表第１１備考２の規定に基づき、性能向上計画認定におい

ては法第３０条第１項各号に掲げる基準に適合することを確認で

きるものとして市長が定める書類を発行できる者をいう。 

 

⑵ モデル建物法 省エネ適判においては建築物エネルギー消費性能

基準等を定める省令（以下「基準省令」という。）第１条第１項第１

号ロに掲げる基準、性能向上計画認定においては基準省令第１０条

第１号イ⑵及び同号ロ⑵に掲げる基準に適合することを確認する

ものをいう。 

⑶ 仕様基準等 省エネ適判においては基準省令第１条第１項第２号

イ⑵及び同号ロ⑵に掲げる基準に、性能向上計画認定においては基

準省令第１０条第２号イ⑵及び同号ロ⑵に掲げる基準に適合する
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同号ロ⑵に掲げる基準に適合することを確認するものをいう。 

⑷  軽微変更該当証明書 省令第１１条及び第２９条に規定する軽

微な変更に該当していることを証する書面をいう。 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２章 建築物エネルギー消費性能適合性判定等 

（事前協議） 

第３条 法第１２条第１項又は法第１３条第２項の規定により、建築物エ

ネルギー消費性能確保計画（以下「確保計画」という。）を提出又は通知

して省エネ適判を受けようとする者（以下「確保計画提出者等」という。）

は、確保計画の提出又は通知に先立ち、次に掲げる事項について市長に

事前協議を行うものとする。ただし、確保計画提出者等が本市の機関で

ある場合はこの限りでない。 

⑴ 建築物の用途 

⑵ 手数料の額 

２ 前項の事前協議は、建築物エネルギー消費性能確保計画事前協議書

（第１号様式）１部に、次に掲げる図書を添えて行うものとする。 

ことを確認するものをいう。 

⑷ 軽微変更該当証明書 省令第１３条及び第２８条に規定する軽微

な変更に該当していることを証する書面をいう。 

（審査の委託） 

第３条 市長は、省エネ適判及び性能向上計画認定の申請（それぞれの変

更申請を含む）があった場合には、省エネ適判及び性能向上計画認定に

係る審査の一部を、審査機関に委託することができる。ただし、第１６

条に規定する審査を受けた場合を除く。 

（申請書等の補正） 

第４条 前条の規定により市長が審査を委託した場合において、当該委託

をした後に、省エネ適判申請書、性能向上計画認定申請書又はその添付

図書に関して補正を要する事項が明らかとなったときは、市長は当該事

項の補正を、委託を受けた者の指示により申請を行った者に行わせるこ

とができる。 

 

第２章 建築物エネルギー消費性能適合性判定等 

（事前協議） 

第５条 法第１１条第１項又は法第１２条第２項の規定により、建築物エ

ネルギー消費性能確保計画（以下「確保計画」という。）を提出又は通知

して省エネ適判を受けようとする者（以下「確保計画提出者等」という。）

は、確保計画の提出又は通知を行おうとする日の２１日以上前までに、

次に掲げる事項について市長に事前協議を行うものとする。ただし、確

保計画提出者等が本市の機関である場合はこの限りでない。 

⑴ 建築物の用途 

⑵ 手数料の額 

２ 前項の事前協議は、建築物エネルギー消費性能確保計画事前協議書
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⑴  付近見取図 

⑵  配置図 

⑶  各階平面図（用途の別が分かるもの） 

⑷  床面積求積図 

⑸  用途別床面積表 

⑹  立面図 

⑺  委任状（代理者が事前協議を行う場合に限る。） 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

（確保計画変更事前協議） 

第４条 法第１２第２項又は法第１３条第３項の規定により、変更後の確

保計画を提出又は通知して省エネ適判を受けようとする者（以下「変更

後確保計画提出者等」という。）は、変更後の確保計画の提出又は通知に

先立ち、次に掲げる事項について市長に事前協議を行うものとする。た

だし、変更後確保計画提出者等が本市の機関である場合はこの限りでな

い。 

⑴ 建築物の用途 

⑵ 手数料の額 

２ 前項の事前協議は、建築物エネルギー消費性能確保計画変更事前協議

書（第２号様式）１部に、変更に係る部分の変更前と変更後の図書及び

（第１号様式）１部に、次に掲げる図書を添えて行うものとする。 

⑴  付近見取図 

⑵  配置図 

⑶  各階平面図（用途の別が分かるもの） 

⑷  床面積求積図 

⑸  用途別床面積表 

⑹  立面図 

⑺  委任状（代理者が事前協議を行う場合に限る。） 

⑻  気候風土適応住宅チェックリスト（気候風土適応住宅（基準省令第

１条第１項第２号ただし書きの国土交通大臣が定める基準に適合す

る住宅）である場合に限る。） 

⑼ 建築物エネルギー消費性能向上計画認定通知書（当該認定に含まれ

る他の建築物（法第２９条第３項に規定する他の建築物をいう。）に

係る申請である場合に限る。） 

⑽ 住宅型式性能認定書（住宅の品質確保の促進等に関する法律第３１

条に適合する住宅に限る。） 

（確保計画変更事前協議） 

第６条 法第１１第２項又は法第１２条第３項の規定により、変更後の確

保計画を提出又は通知して省エネ適判を受けようとする者（以下「変更

後確保計画提出者等」という。）は、変更後の確保計画の提出又は通知に

先立ち、次に掲げる事項について市長に事前協議を行うものとする。た

だし、変更後確保計画提出者等が本市の機関である場合はこの限りでな

い。 

⑴ 建築物の用途 

⑵ 手数料の額 

２ 前項の事前協議は、建築物エネルギー消費性能確保計画変更事前協議
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委任状（代理者が事前協議を行う場合に限る。）を添えて行うものとする。 

（軽微変更該当証明書交付事前協議） 

第５条 省令第１１条の規定により軽微変更該当証明書の交付を請求す

る者（以下この章において「軽微変更該当証明書請求者」という。）は、

当該請求に先立ち、次に掲げる事項について市長に事前協議を行うもの

とする。ただし、軽微変更該当証明書請求者が本市の機関である場合は

この限りでない。 

⑴ 建築物の用途 

⑵ 手数料の額 

２ 前項の事前協議は、建築物エネルギー消費性能確保計画軽微変更該当

証明事前協議書（第３号様式）１部に、変更前と変更後の図書及び委任

状（代理者が事前協議を行う場合に限る。）を添えて行うものとする。 

（確保計画の提出等） 

第６条 確保計画の提出又は通知は、省令第１条第１項（省令第７条第１

項において準用する場合を含む。以下同じ。）に規定する計画書又は通知

書の正本１部及び副本１部に、それぞれ同項に規定する図書及び委任状

（代理者が提出又は通知を行う場合に限る。）を添えて行うものとする。 

 

 

 

２ 変更後の確保計画の提出又は通知は、省令第２条第１項（省令第７条

第１項において準用する場合を含む。以下同じ。）に規定する計画書又は

通知書の正本１部及び副本１部に、それぞれ同項に規定する図書及び委

任状（代理者が提出又は通知を行う場合に限る。）を添えて行うものとす

る。 

３ 軽微変更該当証明書の請求は、建築物エネルギー消費性能確保計画に

書（第２号様式）１部に、変更に係る部分の変更前と変更後の図書及び

委任状（代理者が事前協議を行う場合に限る。）を添えて行うものとする。 

（軽微変更該当証明書交付事前協議） 

第７条 省令第１３条の規定により軽微変更該当証明書の交付を請求す

る者（以下この章において「軽微変更該当証明書請求者」という。）は、

当該請求に先立ち、次に掲げる事項について市長に事前協議を行うもの

とする。ただし、軽微変更該当証明書請求者が本市の機関である場合は

この限りでない。 

⑴ 建築物の用途 

⑵ 手数料の額 

２ 前項の事前協議は、建築物エネルギー消費性能確保計画軽微変更該当

証明事前協議書（第３号様式）１部に、変更前と変更後の図書及び委任

状（代理者が事前協議を行う場合に限る。）を添えて行うものとする。 

（確保計画の提出等） 

第８条 確保計画の提出又は通知は、省令第３条第１項（省令第９条第１

項において準用する場合を含む。以下同じ。）に規定する計画書又は通知

書の正本１部及び副本２部（当該申請に係る建築物が法第２９条第３項

に規定する他の建築物である場合は、正本及び副本各１部並びに当該建

築物エネルギー消費性能向上計画認定通知書の写しを正本及び副本各１

部）に、それぞれ同項に規定する図書及び委任状（代理者が提出又は通

知を行う場合に限る。）を添えて行うものとする。 

２ 変更後の確保計画の提出又は通知は、省令第４条第１項（省令第９条

第１項において準用する場合を含む。以下同じ。）に規定する計画書又は

通知書の正本１部及び副本２部に、それぞれ同項に規定する図書及び委

任状（代理者が提出又は通知を行う場合に限る。）を添えて行うものとす

る。 
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係る軽微変更該当証明請求書（第４号様式）の正本１部及び副本１部に、

それぞれ省令第２条第１項に規定する図書及び委任状（代理者が請求を

行う場合に限る。）を添えて行うものとする。 

（提出の取下げ等） 

第７条 確保計画提出者等又は変更後確保計画提出者等は、当該提出及び

通知を取り下げようとする場合は、建築物エネルギー消費性能確保計画

の提出取下げ届（第５号様式）１部を市長に提出するものとする。 

２ 軽微変更該当証明書請求者は、当該請求を取り下げようとする場合

は、建築物エネルギー消費性能確保計画に係る軽微変更該当証明請求取

下げ届（第６号様式）１部を市長に提出するものとする。 

（軽微変更該当証明書の交付等） 

第８条 市長は、軽微変更該当証明書の交付を請求された確保計画の変更

が、省令第３条(省令第７条第２項において準用する場合を含む。以下同

じ。)の軽微な変更に該当すると認める場合は、省令第１１条の規定によ

る軽微変更該当証明書（第７号様式）を軽微変更該当証明書請求者に交

付するものとする。 

２ 市長は、軽微変更該当証明書の交付を請求された確保計画の変更が、

省令第３条の軽微な変更に該当しないと認める場合は、建築物エネルギ

ー消費性能確保計画の変更が軽微な変更に該当しない旨の通知書（第８

号様式）により軽微変更該当証明書請求者に通知するものとする。 

第９条 （削除） 

（特定建築物に係る基準適合命令） 

第１０条 法第１４条第１項の規定による特定建築物に係る基準適合命

令は、特定建築物に係る基準適合命令書（第１０号様式）により行うも

のとする。 

（確保計画の住宅部分に係る指示等） 

３ 軽微変更該当証明書の請求は、建築物エネルギー消費性能確保計画に

係る軽微変更該当証明請求書（第４号様式）の正本１部及び副本２部に、

それぞれ省令第４条第１項に規定する図書及び委任状（代理者が請求を

行う場合に限る。）を添えて行うものとする。 

（提出の取下げ等） 

第９条 確保計画提出者等又は変更後確保計画提出者等は、当該提出及び

通知を取り下げようとする場合は、建築物エネルギー消費性能確保計画

の提出取下げ届（第５号様式）１部を市長に提出するものとする。 

２ 軽微変更該当証明書請求者は、当該請求を取り下げようとする場合

は、建築物エネルギー消費性能確保計画に係る軽微変更該当証明請求取

下げ届（第６号様式）１部を市長に提出するものとする。 

（軽微変更該当証明書の交付等） 

第１０条 市長は、軽微変更該当証明書の交付を請求された確保計画の変

更が、省令第５条(省令第９条第２項において準用する場合を含む。以下

同じ。)の軽微な変更に該当すると認める場合は、省令第１３条の規定に

よる軽微変更該当証明書（第７号様式）を軽微変更該当証明書請求者に

交付するものとする。 

２ 市長は、軽微変更該当証明書の交付を請求された確保計画の変更が、

省令第５条の軽微な変更に該当しないと認める場合は、建築物エネルギ

ー消費性能確保計画の変更が軽微な変更に該当しない旨の通知書（第８

号様式）により軽微変更該当証明書請求者に通知するものとする。 

（削除） 

（基準適合命令） 

第１１条 法第１３条第１項の規定による建築物に係る基準適合命令は、

建築物に係る基準適合命令書（第９号様式）により行うものとする。 
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第１１条 法第１６条第１項の規定による指示は、建築物エネルギー消費

性能確保計画に係る指示書（第１１号様式）により行うものとする。 

２ 法第１６条第２項の規定による命令は、建築物エネルギー消費性能確

保計画に係る命令書（第１２号様式）により行うものとする。 

（報告の徴収） 

第１２条 法第１７条第１項の規定による報告を求められた建築主等は、

特定建築物に係る報告書（第１３号様式）１部を市長に提出しなければ

ならない。 

 

第３章 建築物の建築に関する届出等 

（届出） 

第１３条 法第１９条第１項前段（同条第４項において読み替えて適用す

る場合を含む。）若しくは法附則第３条第２項前段（同条第５項において

読み替えて適用する場合を含む。）の規定による届出又は法第２０条第２

項前段若しくは法附則第３条第８項前段の規定による通知をしようとす

る者は、省令第１２条第１項（省令第１４条第１項、同附則第２条第１

項及び同条第４項において準用する場合を含む。）又は省令１３条の２第

３項（省令附則第２条第３項において準用する場合を含む。）に規定する

届出書又は通知書の正本１部及び副本１部に、それぞれ同項に規定する

図書及び委任状（代理者が届出又は通知を行う場合に限る。）を添えて行

うものとする。 

（変更の届出） 

第１４条 法第１９条第１項後段（同条第４項において読み替えて適用す

る場合を含む。）若しくは法附則第３条第２項後段（同条第５項において

読み替えて適用する場合を含む。）の規定による変更の届出又は法第２０

条第２項後段若しくは法附則第３条第８項後段の規定による変更の通知

（削除） 

 

 

 

 

（報告の徴収） 

第１２条 法第１５条第１項の規定による報告を求められた建築主等は、

建築物に係る報告書（第１０号様式）１部を市長に提出しなければなら

ない。 

 

（削除） 
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をしようとする者は、省令第１２条第３項（省令第１４条第１項、同附

則第２条第１項及び同条第４項において準用する場合を含む。）又は省令

１３条の２第５項（省令附則第２条第３項において準用する場合を含

む。）に規定する届出書又は通知書の正本１部及び副本１部に、それぞれ

同項に規定する図書に委任状（代理者が届出又は通知を行う場合に限

る。）を添えて行うものとする。 

（届出の通知） 

第１５条 市長は、前２条の届出書又は通知書の提出又は通知があったと

きは、当該届出書又は通知書の副本に届出済印を押印して、届出者に返

付する。 

（指示等） 

第１６条 法第１９条第２項又は法附則第３条第３項の規定による指示

は、届出に係る指示書（第１４号様式）により行うものとする。 

２ 法第１９条第３項又は法附則第３条第４項に規定による命令は、届出

に係る命令書（第１５号様式）により行うものとする。 

（報告の徴収） 

第１７条 法第２１条第１項又は法附則第３条第１０項の規定による報

告を求められた建築主等は、建築物エネルギー消費性能基準への適合に

関する事項に係る報告書（第１６号様式）１部を市長に提出しなければ

ならない。 

 

第４章 建築物エネルギー消費性能向上計画の認定等 

（事前協議） 

第１８条 法第３４条第１項の規定により、性能向上計画認定の申請（以

下この章において「認定申請」という。）をしようとする者（以下この章

において「認定申請者」という。）は、当該認定申請に先立ち、次に掲げ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３章 建築物エネルギー消費性能向上計画の認定等 

（事前協議） 

第１３条 法第２９条第１項の規定により、性能向上計画認定の申請（以

下この章において「認定申請」という。）をしようとする者（以下この章



9/57 

る事項について市長に事前協議を行うものとする。ただし、第２１条第

１項に規定する審査を受ける場合は、この限りでない。 

⑴ 建築物の用途 

⑵ 手数料の額 

 

 

 

２ 前項の事前協議は、建築物エネルギー消費性能向上計画認定事前協議

書（第１７号様式）１部に、次に掲げる図書を添えて行うものとする。 

⑴ 付近見取図 

⑵ 配置図 

⑶ 各階平面図（用途の別が分かるもの） 

⑷ 床面積求積図 

⑸ 用途別床面積表 

⑹ 立面図 

⑺ 建築基準法第６条第１項に規定する確認申請書に相当する書類（法

第３５条第２項の規定による申出をしようとする場合に限る。） 

⑻  委任状（代理者が事前協議を行う場合に限る。） 

 

 

（性能向上計画変更事前協議） 

第１９条 法第３６条第１項の規定により、建築物エネルギー消費性能向

上計画の変更の認定の申請（以下この章において「変更認定申請」とい

う。）をしようとする者（以下この章において「変更認定申請者」という。）

は、当該変更認定申請に先立ち、当該変更に係る建築物エネルギー消費

性能向上計画の部分の次に掲げる事項について、市長に事前協議を行う

において「認定申請者」という。）は、当該認定申請を行おうとする日の

２１日以上前（法第３０条第２項（法第３１条第２項において準用する

場合を含む。以下同じ。）の規定による申出をしようとする場合は、当該

認定申請を行おうとする日の３５日以上前）までに、次に掲げる事項に

ついて市長に事前協議を行うものとする。ただし、第１６条第１項に規

定する審査を受ける場合は、この限りでない。 

⑴ 建築物の用途 

⑵ 手数料の額 

２ 前項の事前協議は、建築物エネルギー消費性能向上計画認定事前協議

書（第１１号様式）１部に、次に掲げる図書を添えて行うものとする。 

(1) 付近見取図 

(2) 配置図 

(3) 各階平面図（用途の別が分かるもの） 

(4) 床面積求積図 

(5) 用途別床面積表 

(6) 立面図 

(7) 建築基準法第６条第１項に規定する確認申請書に相当する書類

（法第３０条第２項の規定による申出をしようとする場合に限る。） 

(8) 委任状（代理者が事前協議を行う場合に限る。） 

(9) 住宅型式性能認定書（住宅の品質確保の促進等に関する法律第３１

条に適合する住宅に限る。） 

（性能向上計画変更事前協議） 

第１４条 法第３１条第１項の規定により、建築物エネルギー消費性能向

上計画の変更の認定の申請（以下この章において「変更認定申請」とい

う。）をしようとする者（以下この章において「変更認定申請者」という。）

は、当該変更認定申請に先立ち、当該変更に係る建築物エネルギー消費
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ものとする。ただし、第２１条第２項に規定する審査を受ける場合は、

この限りでない。  

⑴ 建築物の用途 

⑵ 手数料の額 

２ 前項の事前協議は、建築物エネルギー消費性能向上計画認定変更事前

協議書（第１８号様式）１部に変更前と変更後の図書及び委任状（代理

者が事前協議を行う場合に限る。）を添えて行うものとする。 

（軽微変更該当証明書交付事前協議） 

第２０条 省令第２９条の規定により、軽微変更該当証明書の交付を請求

する者（以下この章において「軽微変更該当証明書請求者」という。）は、

当該請求に先立ち、次に掲げる事項について市長に事前協議を行うもの

とする。ただし、第２１条第３項に規定する審査を受ける場合は、この

限りでない。  

⑴ 建築物の用途 

⑵ 手数料の額 

２ 前項の事前協議は、建築物エネルギー消費性能向上計画認定軽微変更

該当証明事前協議書（第１９号様式）１部に、変更前と変更後の図書及

び委任状（代理者が事前協議を行う場合に限る。）を添えて行うものとす

る。 

（審査機関の審査） 

第２１条 認定申請者は、認定申請を行う前に、建築物エネルギー消費性

能向上計画が法第３５条第１項各号の基準に適合していることについ

て、審査機関による審査を受けることができる。 

２ 前項の規定は、変更認定申請を行う場合について準用する。 

３ 第１項の規定は、軽微変更該当証明書の請求を行う場合について準用

する。 

性能向上計画の部分の次に掲げる事項について、市長に事前協議を行う

ものとする。ただし、第１６条第２項に規定する審査を受ける場合は、

この限りでない。  

⑴ 建築物の用途 

⑵ 手数料の額 

２ 前項の事前協議は、建築物エネルギー消費性能向上計画認定変更事前

協議書（第１２号様式）１部に変更前と変更後の図書及び委任状（代理

者が事前協議を行う場合に限る。）を添えて行うものとする。 

（軽微変更該当証明書交付事前協議） 

第１５条 省令第２８条の規定により、軽微変更該当証明書の交付を請求

する者（以下この章において「軽微変更該当証明書請求者」という。）は、

当該請求に先立ち、次に掲げる事項について市長に事前協議を行うもの

とする。ただし、第１６条第３項に規定する審査を受ける場合は、この

限りでない。  

⑴ 建築物の用途 

⑵ 手数料の額 

２ 前項の事前協議は、建築物エネルギー消費性能向上計画認定軽微変更

該当証明事前協議書（第１３号様式）１部に、変更前と変更後の図書及

び委任状（代理者が事前協議を行う場合に限る。）を添えて行うものとす

る。 

（審査機関の審査） 

第１６条 認定申請者は、認定申請を行う前に、建築物エネルギー消費性

能向上計画が法第３０条第１項各号の基準に適合していることについ

て、審査機関による審査を受けることができる。 

２ 前項の規定は、変更認定申請を行う場合について準用する。 

３ 第１項の規定は、軽微変更該当証明書の請求を行う場合について準用
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（認定申請等） 

第２２条 認定申請は、省令第２３条第１項に規定する申請書の正本１部

及び副本１部に、それぞれ同項に規定する図書（同項に規定する市長が

必要と認める図書は別表１の図書とする。）及び委任状（代理者が申請を

行う場合に限る。）を添えて行うものとする。 

 

 

 

 

２ 変更認定申請は、省令第２７条に規定する申請書の正本１部及び副本

１部に、それぞれ同項に規定する図書及び委任状（代理者が申請を行う

場合に限る。）を添えて行うものとする。 

 

 

３ 軽微変更該当証明書の請求は、建築物エネルギー消費性能向上計画認

定軽微変更該当証明請求書（第２０号様式）の正本１部及び副本１部に、

それぞれ省令第２７条に規定する図書及び委任状（代理者が請求を行う

場合に限る。）を添えて行うものとする。 

（建築確認申請の特例の申出等） 

第２３条 法第３５条第２項（法第３６条第２項において準用する場合を

含む。以下同じ。）の規定による申出は、第２２条第１項及び第２項の申

請に併せて建築基準法第６条第１項に規定する確認の申請書を市長に提

出することにより行うものとする。 

２ 前項の申出において、建築基準法第６条の３第１項に規定する特定構

造計算基準又は特定増改築構造計算基準（以下「特定構造計算基準等」

という。）に適合するかの審査を要する場合は、当該申出は、任意判定結

する。 

（認定申請等） 

第１７条 認定申請は、省令第２０条第１項に規定する申請書の正本１部

及び副本２部（当該申請に係る建築物が前条第１項の審査を受けた場合

は、正本及び副本各１部並びに前条第１項の審査機関が交付する適合証

の写しを正本及び副本各１部）に、それぞれ同項に規定する図書（同項

に規定する市長が必要と認める図書は、認定を受けようとする建築物が

建築基準法に適合していることについて、建築士が確認した旨を記載し

た説明書とする。）及び委任状（代理者が申請を行う場合に限る。）を添

えて行うものとする。 

２ 変更認定申請は、省令第２６条に規定する申請書の正本１部及び副本

２部（当該申請に係る建築物が前条第２項の審査を受けた場合は、正本

及び副本各１部並びに前条第２項の審査機関が交付する適合証の写しを

正本及び副本各１部）に、それぞれ同項に規定する図書及び委任状（代

理者が申請を行う場合に限る。）を添えて行うものとする。 

３ 軽微変更該当証明書の請求は、建築物エネルギー消費性能向上計画認

定軽微変更該当証明請求書（第１４号様式）の正本１部及び副本１部に、

それぞれ省令第２６条に規定する図書及び委任状（代理者が請求を行う

場合に限る。）を添えて行うものとする。 

（建築確認申請の特例の申出等） 

第１８条 法第３０条第２項の規定による申出は、第１７条第１項及び第

２項の申請に併せて建築基準法第６条第１項に規定する確認の申請書を

市長に提出することにより行うものとする。 

 

２ 前項の申出において、建築基準法第６条の３第１項に規定する特定構

造計算基準又は特定増改築構造計算基準（以下「特定構造計算基準等」
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果通知書（指定構造計算適合性判定機関が構造計算適合性判定に準じた

判定を行った結果を記載した通知書をいう。）の写し、当該判定を行った

図書及び書類を添えて行うものとする。ただし、同項ただし書に規定す

る建築主事又は建築副主事が特定構造計算基準等に適合するかどうかの

審査を行う場合はこの限りでない。 

（計画の通知） 

第２４条 市長は、法第３５条第２項の規定による申出を受けた場合は、

建築物エネルギー消費性能向上計画通知書（第２１号様式）に建築物エ

ネルギー消費性能向上計画を添えて建築主事又は建築副主事に通知する

ものとする。 

（申請の取下げ等） 

第２５条 認定申請者又は変更認定申請者は、当該申請を取り下げようと

する場合は、建築物エネルギー消費性能向上計画の認定申請取下げ届（第

２２号様式）１部を市長に提出するものとする。 

２ 軽微変更該当証明書請求者は、当該請求を取り下げようとする場合

は、建築物エネルギー消費性能向上計画に係る軽微変更該当証明請求取

下げ届（第２３号様式）１部を市長に提出するものとする。 

（認定しない旨の通知） 

第２６条 市長は、認定申請又は変更認定申請の内容が法第３５条第１項

各号の基準に適合しないと認める場合は、建築物エネルギー消費性能向

上計画を認定しない旨の通知書（第２４号様式）により認定申請者又は

変更認定申請者に通知するものとする。 

（軽微変更該当証明書の交付等） 

第２７条 市長は、軽微変更該当証明書の交付を請求された建築物エネル

ギー消費性能向上計画の変更が省令第２６条第１号又は第２号の軽微な

変更に該当すると認める場合は、省令第２９条の規定による軽微変更該

という。）に適合するかの審査を要する場合は、当該申出は、任意判定結

果通知書（指定構造計算適合性判定機関が構造計算適合性判定に準じた

判定を行った結果を記載した通知書をいう。）の写し、当該判定を行った

図書及び書類を添えて行うものとする。ただし、同項ただし書に規定す

る建築主事又は建築副主事が特定構造計算基準等に適合するかどうかの

審査を行う場合はこの限りでない。 

（計画の通知） 

第１９条 市長は、法第３０条第２項の規定による申出を受けた場合は、

建築物エネルギー消費性能向上計画通知書（第１５号様式）に建築物エ

ネルギー消費性能向上計画を添えて建築主事又は建築副主事に通知する

ものとする。 

（申請の取下げ等） 

第２０条 認定申請者又は変更認定申請者は、当該申請を取り下げようと

する場合は、建築物エネルギー消費性能向上計画の認定申請取下げ届（第

１６号様式）１部を市長に提出するものとする。 

２ 軽微変更該当証明書請求者は、当該請求を取り下げようとする場合

は、建築物エネルギー消費性能向上計画に係る軽微変更該当証明請求取

下げ届（第１７号様式）１部を市長に提出するものとする。 

（認定しない旨の通知） 

第２１条 市長は、認定申請又は変更認定申請の内容が法第３０条第１項

各号の基準に適合しないと認める場合は、建築物エネルギー消費性能向

上計画を認定しない旨の通知書（第１８号様式）により認定申請者又は

変更認定申請者に通知するものとする。 

（軽微変更該当証明書の交付等） 

第２２条 市長は、軽微変更該当証明書の交付を請求された建築物エネル

ギー消費性能向上計画の変更が省令第２５条第１号又は第２号の軽微な
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当証明書（第２５号様式）を軽微変更該当証明書請求者に交付する。 

２ 市長は、軽微変更該当証明書の交付を請求された建築物エネルギー消

費性能向上計画の変更が省令第２６条第１号及び第２号のいずれの軽微

な変更にも該当しないと認める場合は、建築物エネルギー消費性能向上

計画認定の変更が軽微な変更に該当しない旨の通知書（第２６号様式）

により軽微変更該当証明書請求者に通知するものとする。 

（新築等の取りやめ） 

第２８条 認定建築主は、認定建築物エネルギー消費性能向上計画に基づ

くエネルギー消費性能の一層の向上のための建築物の新築等（以下「性

能向上計画認定建築物の新築等」という。）を取りやめようとする場合は、

性能向上計画認定建築物の新築等取りやめ届（第２７号様式）１部に省

令別記様式第３４の通知書（計画変更認定を受けた者にあっては省令別

記様式第３４及び第３６の通知書）を添えて市長に提出するものとする。 

２ 前項の認定建築物エネルギー消費性能向上計画において軽微変更証

明書が交付されている場合にあっては、前項に規定する図書に加え、軽

微変更該当証明書を添えて市長に提出するものとする。 

３ 市長は、第１項の規定により性能向上計画認定建築物の新築等取りや

め届の提出があった場合は、法第３５条第１項（法第３６条第２項にお

いて準用する場合を含む。）の認定を取り消すこととし、性能向上計画認

定建築物の新築等取りやめ届に係る認定取消通知書（第２８号様式）に

より認定建築主に通知するものとする。 

（報告の徴収） 

第２９条 法第３７条の規定による報告を求められた認定建築主は、性能

向上計画認定建築物の新築等状況報告書（第２９号様式）１部を市長に

提出しなければならない。 

２ 認定建築主は、性能向上計画認定建築物の新築等の工事が完了したと

変更に該当すると認める場合は、省令第２８条の規定による軽微変更該

当証明書（第１９号様式）を軽微変更該当証明書請求者に交付する。 

２ 市長は、軽微変更該当証明書の交付を請求された建築物エネルギー消

費性能向上計画の変更が省令第２５条第１号及び第２号のいずれの軽微

な変更にも該当しないと認める場合は、建築物エネルギー消費性能向上

計画認定の変更が軽微な変更に該当しない旨の通知書（第２０号様式）

により軽微変更該当証明書請求者に通知するものとする。 

（新築等の取りやめ） 

第２３条 認定建築主は、認定建築物エネルギー消費性能向上計画に基づ

くエネルギー消費性能の一層の向上のための建築物の新築等（以下「性

能向上計画認定建築物の新築等」という。）を取りやめようとする場合は、

性能向上計画認定建築物の新築等取りやめ届（第２１号様式）１部に省

令別記様式第２８の通知書（計画変更認定を受けた者にあっては省令別

記様式第２８及び第３０の通知書）を添えて市長に提出するものとする。 

２ 前項の認定建築物エネルギー消費性能向上計画において軽微変更証

明書が交付されている場合にあっては、前項に規定する図書に加え、軽

微変更該当証明書を添えて市長に提出するものとする。 

３ 市長は、第１項の規定により性能向上計画認定建築物の新築等取りや

め届の提出があった場合は、法第３０条第１項（法第３１条第２項にお

いて準用する場合を含む。）の認定を取り消すこととし、性能向上計画認

定建築物の新築等取りやめ届に係る認定取消通知書（第２２号様式）に

より認定建築主に通知するものとする。 

（報告の徴収） 

第２４条 法第３２条の規定による報告を求められた認定建築主は、性能

向上計画認定建築物の新築等状況報告書（第２３号様式）１部を市長に

提出しなければならない。 
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きは、性能向上計画認定建築物の新築等工事完了報告書（第３０号様式）

１部に、建築基準法第７条第５項又は同法第７条の２第５項に基づく検

査済証の写しを添えて（認定された計画に基づく工事が同法第６条第１

項及び同法第６条の２第１項に定める確認申請を不要とする場合を除

く。）市長に報告するものとする。 

３ 認定建築主は、認定を受けた建築物又は住戸を譲り渡した場合は、譲

受人と共同して当該建築物又は住戸の名義を変更した旨を市長に報告す

るものとする。 

（改善命令） 

第３０条 法第３８条の規定による改善命令は、性能向上計画認定建築物

の新築等に関する改善命令書（第３１号様式）により行う。 

（認定の取消し） 

第３１条 市長は、法第３９条の規定により認定を取り消した場合は、認

定建築物エネルギー消費性能向上計画の認定取消通知書（第３２号様式）

により認定申請者に通知するものとする。 

 

第５章 建築物のエネルギー消費性能に係る認定等 

（事前協議） 

第３２条 法第４１条第１項の規定により、建築物のエネルギー消費性能

に係る認定の申請（以下この章において「認定申請」という。）をしよう

とする者（以下この章において「認定申請者」という。）は、当該認定申

請に先立ち、次に掲げる事項について市長に事前協議を行うものとする。

ただし、第３３条に規定する審査を受ける場合は、この限りでない。   

⑴ 建築物の用途 

⑵ 手数料の額 

２ 前項の事前協議は、建築物のエネルギー消費性能に係る認定事前協議

２ 認定建築主は、性能向上計画認定建築物の新築等の工事が完了したと

きは、性能向上計画認定建築物の新築等工事完了報告書（第２４号様式）

１部に、建築基準法第７条第５項又は同法第７条の２第５項に基づく検

査済証の写しを添えて（認定された計画に基づく工事が同法第６条第１

項及び同法第６条の２第１項に定める確認申請を不要とする場合を除

く。）市長に報告するものとする。 

３ 認定建築主は、認定を受けた建築物又は住戸を譲り渡した場合は、譲

受人と共同して当該建築物又は住戸の名義を変更した旨を市長に報告す

るものとする。 

（改善命令） 

第２５条 法第３３条の規定による改善命令は、性能向上計画認定建築物

の新築等に関する改善命令書（第２５号様式）により行う。 

（認定の取消し） 

第２６条 市長は、法第３４条の規定により認定を取り消した場合は、認

定建築物エネルギー消費性能向上計画の認定取消通知書（第２６号様式）

により認定申請者に通知するものとする。 

 

（削除） 
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書（第３３号様式）１部に、次に掲げる図書を添えて行うものとする。 

⑴ 付近見取図 

⑵ 配置図 

⑶ 各階平面図（用途の別が分かるもの） 

⑷ 床面積求積図 

⑸ 用途別床面積表 

⑹ 立面図 

⑺ 委任状（代理者が事前協議を行う場合に限る。） 

（審査機関の審査） 

第３３条 認定申請者は、認定申請を行う前に、建築物が建築物エネルギ

ー消費性能基準に適合していることについて、審査機関による審査を受

けることができる。 

（認定申請等） 

第３４条 認定申請は、省令第３０条第１項に規定する申請書の正本１部

及び副本１部に、それぞれ同項に規定する図書（同項に規定する市長が必

要と認める図書は別表２の図書とする。）及び委任状（代理者が申請を行う

場合に限る。）を添えて行うものとする。 

（申請の取下げ） 

第３５条 認定申請者は、当該申請を取り下げようとする場合は、建築物

のエネルギー消費性能に係る認定申請取下げ届（第３４号様式）１部を

市長に提出するものとする。 

（認定しない旨の通知） 

第３６条 市長は、認定申請の内容が建築物エネルギー消費性能基準に適

合しないと認める場合は、建築物エネルギー消費性能に係る認定をしな

い旨の通知書（第３５号様式）により認定申請者に通知するものとする。 

（認定の取消し） 
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第３７条 市長は、法第４２条の規定により認定を取り消した場合は、建

築物のエネルギー消費性能に係る認定の認定取消通知書（第３６号様式）

により認定申請者に通知するものとする。 

（報告の徴収） 

第３８条 法第４３条第１項の規定により報告を求められた法第４１条

第２項の認定を受けた者は、基準適合認定建築物に係る報告書（第３７

号様式）１部を市長に提出しなければならない。 

２ 法第４１条第２項の認定を受けた者は、認定を受けた建築物を譲り渡

した場合は、譲受人と共同して当該建築物の名義を変更した旨を市長に

報告するものとする。 

 

第６章 その他 

（手数料の納付） 

第３９条 手数料条例第１０条に規定する事務に係る手数料は、京都市会

計規則第２７条に規定する納入通知書により納付しなければならない。 

（工場等） 

第４０条 手数料条例別表第１備考１０に規定する、市長が法第１１条第

１項に規定する建築物省エネルギー消費性能基準への適合の状況を容易

に検査することができると認めるもの又は同条例別表第１０⑴の項に規

定する、市長が容易に建築物エネルギー消費性能適合性判定に係る審査

をすることができると認めるものは、危険物の貯蔵又は処理に供するも

の、水産物の増殖場若しくは養殖場、卸売市場、火葬場又はと畜場、汚

物処理場、ごみ焼却場その他エネルギーの使用状況がこれらに類するも

のである。 

（その他） 

第４１条 この要綱の実施に関し必要な事項は、都市計画局建築指導部長

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４章 その他 

（手数料の納付） 

第２７条 手数料条例第１１条に規定する事務に係る手数料は、京都市会

計規則第２７条に規定する納入通知書により納付しなければならない。 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（その他） 
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が定める。 

 

（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２８条 この要綱の実施に関し必要な事項は、都市計画局建築指導部長

が定める。 

 

（略） 

附 則 

この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 
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別表１（第２２条第１項関係） 

区分 図書 

全ての建築物 

認定を受けようとする建築物が建築基準法に適合

していることについて、建築士が確認した旨を記

載した説明書 

建築物が法施行の際に現に存することが確認でき

る図書（基準省令附則第３条又は第４条の規定の

適用を受ける場合に限る。） 

 

別表２（第３４条関係） 

区分 図書 

全ての建築物 

認定を受けようとする建築物が建築基準法に適合

していることについて、建築士が確認した旨を記

載した説明書 

申請書及び添付図書に記載の内容が建築物の構造

や設備の現況と相違ないものであることについ

て、建築士が確認した旨を記載した説明書 

建築物が法施行の際に現に存することが確認でき

る図書（基準省令附則第３条又は第４条の規定の

適用を受ける場合に限る。） 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削除） 
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第１号様式（第３条第２項関係） 

 

建築物エネルギー消費性能確保計画事前協議書 

（あて先）京都市長      年      月     日 

協議者の住所（法人にあっては、主たる事務所の所在地） 
 

協議者の氏名（法人にあっては、名称及び代表者名） 

 

  

電話：   （    ）   

  

京都市建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律に基づく適合性判定等に関する要綱

第３条第１項の規定により、次のとおり事前協議します。 

1 代 理 者 

氏名又は名称： 
住所又は所在地： 
電 話：    （   ） 

2 地名地番（予定） 京都市    区 

3 建築物の 

  構造・規模 

□木造 □S 造 □RC 造 □SRC 造 □その他（      ） 
階 数：地上    階 ／ 地下    階 
延べ面積：     ㎡（うち、増築又は改築に係る部分：     ㎡） 

4 建築物の用途 

□非住宅建築物（工場等のみ） 
□非住宅建築物（工場等以外を含む場合） 
□複合建築物（工場等のみ） 
□複合建築物（工場等以外を含む場合） 

5 計画に係る 

  建築物の 

  区分・床面積 

 

床 面 積 

（括弧内は開放部分を除いた部分の床面積） 

全 体 うち増改築に係る部分 

□ 住 宅 部 分  ㎡ ㎡ 

□ 非住宅部分 
㎡ ㎡ 

（     ㎡） （      ㎡） 

6 評価方法 □モデル建物法 □その他（        ） 

7 確認申請 
□審査中   □未審査     
機関名： 

注１ 該当する□には、レ印を記入してください。 

注２ ※印欄は記入しないでください。 

※受付欄 ※省エネ適判手数料    年  月 日決定 

備考    年  月  日 課長 係長 担当 

第        号 

担当 

手 数 料 計 ￥         － 

第１号様式（第５条第２項関係） 

 

建築物エネルギー消費性能確保計画事前協議書 

（あて先）京都市長     年      月     日 

協議者の住所（法人にあっては、主たる事務所の所在地） 
 

協議者の氏名（法人にあっては、名称及び代表者名） 

 

  

電話：  （    ）   

 

京都市建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律に基づく適合性判定等に関する要綱 

第５条第１項の規定により、次のとおり事前協議します。 

1 代 理 者 

氏名又は名称： 
住所又は所在地： 
電 話：    （   ） 

2 地名地番（予定） 京都市    区 

3 建築物の 

  構造・規模 

□木造 □S 造 □RC 造 □SRC 造 □その他（      ） 
階 数：地上    階 ／ 地下    階 
延べ面積：    ㎡（うち、増築又は改築に係る部分：     ㎡） 

4 建築物の用途 

□住宅（□一戸建て □共同住宅等 □気候風土適応住宅） 
□非住宅（□工場等のみ □工場等以外を含む場合） 
（□複合建築物の場合） 

5 計画に係る 

  建築物の 

  区分・床面積 

 

床 面 積 

（括弧内は開放部分を除いた部分の床面積） 

全 体 うち増改築に係る部分 

□ 住 宅 部 分  

（ 共 用 部 除

く ）  

㎡ ㎡ 

（     ㎡） （      ㎡） 

共 用 部  

（ □ 評 価 ）  

㎡ ㎡ 

（     ㎡） （      ㎡） 

□ 非住宅部分 
㎡ ㎡ 

（     ㎡） （      ㎡） 

6 評価方法 
住宅部分   □仕様基準 □併用法 □標準計算法 

非住宅部分  □モデル建物法 □その他（        ） 

7 確認申請 
□審査中   □未審査     
機関名： 

注１ 該当する□（気候風土適応住宅の場合は、一次エネルギー消費量の評価方法）には、レ印を

記入してください。 
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第１号様式（裏面）

事前協議に係る添付図書チェックリスト 

添付図書 

□ 付近見取図 

□ 配置図 

□ 各階平面図（用途の別が分かるもの） 

□ 床面積求積図 

□ 用途別床面積表 

□ 立面図 

□ 委任状（代理者が事前協議を行う場合に限る。） 

注３ 添付した図書の□に、レ印を記入してください。 

第１号様式（裏面） 

注２ ※印欄は記入しないでください。 

 

事前協議に係る添付図書チェックリスト 

添付図書 

□ 付近見取図 

□ 配置図 

□ 各階平面図（用途の別が分かるもの） 

□ 床面積求積図 

□ 用途別床面積表 

□ 立面図 

□ 委任状（代理者が事前協議を行う場合に限る。） 

□ 気候風土適応住宅チェックリスト（気候風土適応住宅の場合に限る。） 

□ 建築物エネルギー消費性能向上計画認定通知書（当該認定に含まれる他の建築物に係る申請

である場合に限る。） 
□ 住宅型式性能認定書（住宅の品質確保の促進等に関する法律第３１条に適合する住宅に限る。） 
注３ 添付した図書の□に、レ印を記入してください。 

※受付欄 ※省エネ適判手数料   年  月  日決定 

備考    年  月  日 課長 係長 担当 

第        号 

担当 

手 数 料 計 ￥         － 
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第２号様式（第６条第２項） 

 

建築物エネルギー消費性能確保計画変更事前協議書 
（あて先）京都市長      年      月     日 
協議者の住所（法人にあっては、主たる事務所の所在地） 
 

協議者の氏名（法人にあっては、名称及び代表者名） 
 

  
電話：   （    ）   

  
京都市建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律に基づく適合性判定等に関する要綱

第６条第１項の規定により、次のとおり事前協議します。 

注１ 該当する□（気候風土適応住宅の場合は、一次エネルギー消費量の評価方法）には、レ印

を記入してください。 
注２ 変更前が省エネ適判を要しない手続であった場合は、その旨を６変更内容に記載してくだ

さい。 
 

1 代 理 者 

氏名又は名称： 
住所又は所在地： 
電 話：    （   ） 

2 地名地番（予定） 京都市      区 

3 変更前の適合判 

  定通知番号及び 

  適合判定通知書 

   交付年月日 

第          号          年  月  日 

4 変更前の適合 

   判定通知書交 

付者 

□京都市     
□登録建築物エネルギー消費性能判定機関 
（機関名：          ） 

5 変更前後 

  の評価方法 

□住宅部分 
□一戸建て 
□共同住宅等 

変更前：□仕様基準 □併用法 □標準計算法 
    □気候風土適応住宅 □共用部有 
変更後：□仕様基準 □併用法 □標準計算法 
    □気候風土適応住宅 □共用部有 

□非住宅部分 
（□複合建築物の

場合） 

変更前：□モデル建物法 □その他（      ） 
    □工場等 □工場等以外 
変更後：□モデル建物法 □その他（      ） 
    □工場等 □工場等以外 

6 変更内容 

□用途（モデル）の変更 □評価方法の変更 □その他（      ） 

7 計画変更 

   確認申請 

□審査中    □未審査       □ 不要 
機関名： 
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第２号様式（裏面） 

注３ ※印欄は記入しないでください。 

※受付欄 ※変更省エネ適判手数料    年  月  日決定 
備考   年  月  日 課長 係長 担当 

第       号 

担当 

手 数 料 計￥         － 
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第３号様式（第５条第２項関係） 

 

建築物エネルギー消費性能確保計画軽微変更該当証明事前協議書 
（あて先）京都市長      年      月     日 
協議者の住所（法人にあっては、主たる事務所の所在地） 
 

協議者の氏名（法人にあっては、名称及び代表者名）  
 

  
電話：   （    ）   

  
京都市建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律に基づく適合性判定等に関する要綱

第５条第１項の規定により、次のとおり事前協議します。 

注１ 該当する□には、レ印を記入してください。 

注２ ※印欄は記入しないでください。 
注３ 「省令」とは、建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律施行規則のことをいい

ます。 

1 代 理 者 

氏名又は名称： 
住所又は所在地： 
電 話：    （   ） 

2 地名地番（予定） 京都市      区 
3 変更前の適合判 

  定通知番号及び 

  適合判定通知書 

   交付年月日 

第        号          年  月  日 

4 変更前の適合 

   判定通知書交 

  付者 

□京都市 
□登録建築物エネルギー消費性能判定機関 
（機関名：          ） 

5 評価方法 □モデル建物法 □その他（       ） 

6 変更内容 

 

7 計画変更確認申請 
□審査中    □未審査       □ 不要 
機関名： 

※受付欄 ※省令第 11 条の規定による軽微変更該当証明書交付手数料  
     年   月   日決定 

備考 
  年  月  日 

課長 係長 担当 

第       号 

担当 

手 数 料 計￥         － 

第３号様式（第７条第２項関係） 

 

建築物エネルギー消費性能確保計画軽微変更該当証明事前協議書 
（あて先）京都市長      年      月     日 
協議者の住所（法人にあっては、主たる事務所の所在地） 
 

協議者の氏名（法人にあっては、名称及び代表者名） 
 

  
電話：   （    ）   

  
京都市建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律に基づく適合性判定等に関する要綱

第７条第１項の規定により、次のとおり事前協議します。 

注１ 該当する□（気候風土適応住宅の場合は一次エネルギー消費量の評価方法）には、レ印を

記入してください。 

注２ ※印欄は記入しないでください。 
注３ 「省令」とは、建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律施行規則のことをいい

ます。 

1 代 理 者 

氏名又は名称： 
住所又は所在地： 
電 話：    （   ） 

2 地名地番（予定） 京都市      区 
3 変更前の適合判 

  定通知番号及び 

  適合判定通知書 

   交付年月日 

第        号          年  月  日 

4 変更前の適合 

   判定通知書交 

  付者 

□京都市 
□登録建築物エネルギー消費性能判定機関 
（機関名：          ） 

5 評価方法 

□住宅部分 
□一戸建て 
□共同住宅等 

□仕様基準 □併用法 □標準計算法 
□気候風土適応住宅 □共用部有 

□非住宅部分 
（□複合建築物の場合） □モデル建物法 □その他（       ） 

6 変更内容  

7 計画変更確認申請 
□審査中    □未審査       □ 不要 
機関名： 

※受付欄 ※省令第 13 条の規定による軽微変更該当証明書交付手数料  
     年   月   日決定 

備考 
  年  月  日 

課長 係長 担当 

第       号 

担当 
手 数 料 計￥         － 
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第４号様式（第６条第３項関係） 

 

（第一面） 

 

建築物エネルギー消費性能確保計画に係る軽微変更該当証明請求書 

 

年  月  日

（あて先）京都市長 

 

請求者の住所又は 

主たる事務所の所在地 

請求者の氏名又は            

名称及び代表者の氏名 

 

設計者氏名               

 

 建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律施行規則第１１条の規定により、建築物エ

ネルギー消費性能確保計画（非住宅部分に係る部分に限る。）の変更が同規則第３条（同規則第

７条第２項において準用する場合を含む。）の軽微な変更に該当していることを証する書面の交

付を求めます。この請求書及び添付図書に記載の事項は、事実に相違ありません。 

 

 計画を変更する建築物に係る直前の建築物エネルギー消費性能適合性判定 

 １ 適合判定通知書番号     第       号 

 ２ 適合判定通知書交付年月日    年  月  日 

 ３ 適合判定通知書交付者 

 ４ 軽微な変更の概要 

 

 

 

 

※受付欄 ※軽微変更該当証明書番号欄 ※備考 

年  月  日 年  月  日  

 

 

第        号 第        号 

担当 

 

 

担当 

（注意）１ 第二面から第五面として、建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律施行

規則別記様式第一の第二面から第五面までに記載すべき事項を記載した書類を添えて

ください。 

２ ※印欄は記入しないでください。 

３ 請求者が法人である場合は、代表者の氏名を併せて記載してください。 

第４号様式（第８条第３項関係） 

 

（第一面） 

 

建築物エネルギー消費性能確保計画に係る軽微変更該当証明請求書 

 

年  月  日

（あて先）京都市長 

 

請求者の住所又は 

主たる事務所の所在地 

請求者の氏名又は            

名称及び代表者の氏名 

 

設計者氏名               

 

 建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律施行規則第１３条の規定により、建築物エ

ネルギー消費性能確保計画の変更が同規則第５条（同規則第９条第２項において準用する場合を

含む。）の軽微な変更に該当していることを証する書面の交付を求めます。この請求書及び添付

図書に記載の事項は、事実に相違ありません。 

 

 計画を変更する建築物に係る直前の建築物エネルギー消費性能適合性判定 

 １ 適合判定通知書番号     第       号 

 ２ 適合判定通知書交付年月日    年  月  日 

 ３ 適合判定通知書交付者 

 ４ 軽微な変更の概要 

 

 

 

 

※受付欄 ※軽微変更該当証明書番号欄 ※備考 

年  月  日 年  月  日  

 

 

第        号 第        号 

担当 

 

 

担当 

（注意）１ 第二面から第五面として、建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律施行

規則別記様式第一の第二面から第五面までに記載すべき事項を記載した書類を添えて

ください。 

２ ※印欄は記入しないでください。 

３ 請求者が法人である場合は、代表者の氏名を併せて記載してください。 



25/57 

  

第５号様式（第７条第１項関係） 

 

建築物エネルギー消費性能確保計画の提出取下げ届 

 

年  月  日

（あて先）京都市長 

提出者の住所又は 

主たる事務所の所在地 

提出者の氏名又は           

名称及び代表者の氏名 

 

 下記の建築物エネルギー消費性能確保計画の提出を取り下げますので、京都市建築物のエネル

ギー消費性能の向上等に関する法律に基づく適合性判定等に関する要綱第７条第１項の規定に基

づき届け出ます。 

 

記 

 

 １ 提出年月日 

      年    月    日 

 

 ２ 地名地番 

 

 ３ 取下げ理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※受付欄 ※備考 

年  月  日  

第        号 

担当 

 

 

（注意）１ ※印欄は記入しないでください。 

２ 提出者が法人である場合は、代表者の氏名を併せて記載してください。 

 

第５号様式（第９条第１項関係） 

 

建築物エネルギー消費性能確保計画の提出取下げ届 

 

年  月  日

（あて先）京都市長 

提出者の住所又は 

主たる事務所の所在地 

提出者の氏名又は           

名称及び代表者の氏名 

 

 下記の建築物エネルギー消費性能確保計画の提出を取り下げますので、京都市建築物のエネル

ギー消費性能の向上等に関する法律に基づく適合性判定等に関する要綱第９条第１項の規定に基

づき届け出ます。 

 

記 

 

 １ 提出年月日 

      年    月    日 

 

 ２ 地名地番 

 

 ３ 取下げ理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※受付欄 ※備考 

年  月  日  

第        号 

担当 

 

 

（注意）１ ※印欄は記入しないでください。 

２ 提出者が法人である場合は、代表者の氏名を併せて記載してください。 
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第６号様式（第７条第２項関係） 

 

建築物エネルギー消費性能確保計画に係る軽微変更該当証明請求取下げ届 

 

年  月  日

（あて先）京都市長 

請求者の住所又は 

主たる事務所の所在地 

請求者の氏名又は              

名称及び代表者の氏名 

 

 下記の建築物エネルギー消費性能確保計画に係る軽微変更該当証明の請求を取下げますので、

京都市建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律に基づく適合性判定等に関する要綱第

７条第２項の規定に基づき届け出ます。 

 

記 

 

 １ 請求年月日 

      年    月    日 

 

 ２ 地名地番 

 

 ３ 取下げ理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※受付欄 ※備考 

年  月  日  

 

 

第        号 

担当 

 

 

（注意）１ ※印欄は記入しないでください。 

２ 請求者が法人である場合は、代表者の氏名を併せて記載してください。 

 

第６号様式（第９条第２項関係） 

 

建築物エネルギー消費性能確保計画に係る軽微変更該当証明請求取下げ届 

 

年  月  日

（あて先）京都市長 

請求者の住所又は 

主たる事務所の所在地 

請求者の氏名又は              

名称及び代表者の氏名 

 

 下記の建築物エネルギー消費性能確保計画に係る軽微変更該当証明の請求を取下げますので、

京都市建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律に基づく適合性判定等に関する要綱第

９条第２項の規定に基づき届け出ます。 

 

記 

 

 １ 請求年月日 

      年    月    日 

 

 ２ 地名地番 

 

 ３ 取下げ理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※受付欄 ※備考 

年  月  日  

 

 

第        号 

担当 

 

 

（注意）１ ※印欄は記入しないでください。 

２ 請求者が法人である場合は、代表者の氏名を併せて記載してください。 
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第７号様式（第８条第１項関係） 

 

建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律施行規則第１１条の規定による 

軽微変更該当証明書 

 

第         号

  年  月  日

             様 

京都市長                 印 

 

 下記による請求書に記載の建築物エネルギー消費性能確保計画（非住宅部分に係る部分に限

る。）の変更は、建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律施行規則第３条（同規則第

７条第２項において準用する場合を含む。）の軽微な変更に該当していることを証明します。 

 

記 

 

 １ 請求年月日 

      年    月    日 

 

 ２ 地名地番 

   

 ３ 建築物又はその部分の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注意）この証は、大切に保存しておいてください。 

 

第７号様式（第１０条第１項関係） 

 

建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律施行規則第１３条の規定による 

軽微変更該当証明書 

 

第         号

  年  月  日

             様 

     京都市長 

 

 下記による請求書に記載の建築物エネルギー消費性能確保計画の変更は、建築物のエネルギー

消費性能の向上等に関する法律施行規則第５条（同規則第９条第２項において準用する場合を含

む。）の軽微な変更に該当していることを証明します。 

 

記 

 

 １ 請求年月日 

      年    月    日 

 

 ２ 地名地番 

   

 ３ 建築物又はその部分の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注意）この証は、大切に保存しておいてください。 

 



28/57 

  

第８号様式（第８条第２項関係） 

 

建築物エネルギー消費性能確保計画の変更が軽微な変更に該当しない旨の通知書 

 

京都市指令都建審第  号

    年   月   日

            様 

京都市長                 印 

 

    年  月  日付けで建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律施行規則第１

１条に基づき請求のあった別添の請求書及び添付図書に記載の計画（非住宅部分に係る部分に限

る。）は、下記の理由により、同規則第３条（同規則第７条第２項において準用する場合を含

む。）の軽微な変更に該当していないことから、京都市建築物のエネルギー消費性能の向上等に

関する法律に基づく適合性判定等に関する要綱第８条第２項の規定に基づき、これを通知しま

す。 

 

記 

 

 １ 請求年月日 

      年    月    日 

 

 ２ 地名地番 

 

 ３ 理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（教示） 

 この決定について不服がある場合は、この決定があったことを知った日の翌日から起算して３

箇月以内に、京都市長に対して審査請求をすることができます。ただし、当該期間内であって

も、この決定があった日の翌日から起算して１年を経過したときは、審査請求をすることができ

なくなります。 

 また、この決定があったことを知った日（京都市長に審査請求をした場合は、当該審査請求に

対する裁決があったことを知った日）の翌日から起算して６箇月以内に、京都市（訴訟において

京都市を代表する者は京都市長となります。）を被告として、処分の取消しの訴えを提起するこ

ともできます。ただし、当該期間内であっても、この決定があった日（京都市長に審査請求をし

た場合は、当該審査請求に対する京都市長の裁決があった日）の翌日から起算して１年を経過し

たときは、処分の取消しの訴えを提起することはできなくなります。 

 

第８号様式（第１０条第２項関係） 

 

建築物エネルギー消費性能確保計画の変更が軽微な変更に該当しない旨の通知書 

 

京都市指令都建審第  号

    年   月   日

            様 

   京都市長 

 

    年  月  日付けで建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律施行規則第１

３条に基づき請求のあった別添の請求書及び添付図書に記載の計画は、下記の理由により、同規

則第５条（同規則第９条第２項において準用する場合を含む。）の軽微な変更に該当していない

ことから、京都市建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律に基づく適合性判定等に関

する要綱第１０条第２項の規定に基づき、これを通知します。 

 

記 

 

 １ 請求年月日 

      年    月    日 

 

 ２ 地名地番 

 

 ３ 理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（教示） 

 この決定について不服がある場合は、この決定があったことを知った日の翌日から起算して３

箇月以内に、京都市長に対して審査請求をすることができます。ただし、当該期間内であって

も、この決定があった日の翌日から起算して１年を経過したときは、審査請求をすることができ

なくなります。 

 また、この決定があったことを知った日（京都市長に審査請求をした場合は、当該審査請求に

対する裁決があったことを知った日）の翌日から起算して６箇月以内に、京都市（訴訟において

京都市を代表する者は京都市長となります。）を被告として、処分の取消しの訴えを提起するこ

ともできます。ただし、当該期間内であっても、この決定があった日（京都市長に審査請求をし

た場合は、当該審査請求に対する京都市長の裁決があった日）の翌日から起算して１年を経過し

たときは、処分の取消しの訴えを提起することはできなくなります。 
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第１０号様式（第１０条関係） 

 

特定建築物に係る基準適合命令書 

 

京都市達都建審第  号

    年   月   日

            様 

京都市長                 印 

 

 下記の特定建築物について、建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律第１４条第１

項の規定に基づき、下記の期限までに下記のとおり是正に必要な措置を採ることを命じます。 

 

記 

 

 １ 特定建築物の概要 

  ⑴ 地名地番 

     

  ⑵ 建築主 

 

 ２ 命ずる措置 

 

 ３ 是正期限 

       年   月   日 

 

 ４ 備考 

 

 

 

 

 

 

 

（教示） 

 この決定について不服がある場合は、この決定があったことを知った日の翌日から起算して３

箇月以内に、京都市長に対して審査請求をすることができます。ただし、当該期間内であって

も、この決定があった日の翌日から起算して１年を経過したときは、審査請求をすることができ

なくなります。 

 また、この決定があったことを知った日（京都市長に審査請求をした場合は、当該審査請求に

対する裁決があったことを知った日）の翌日から起算して６箇月以内に、京都市（訴訟において

京都市を代表する者は京都市長となります。）を被告として、処分の取消しの訴えを提起するこ

ともできます。ただし、当該期間内であっても、この決定があった日（京都市長に審査請求をし

た場合は、当該審査請求に対する京都市長の裁決があった日）の翌日から起算して１年を経過し

たときは、処分の取消しの訴えを提起することはできなくなります。 

 

第９号様式（第１１条関係） 

 

建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律第１３条第１項の規定による基準適合命令書 

 

京都市達都建審第  号

    年   月   日

            様 

京都市長                 印 

 

 下記の建築物について、建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律第１３条第１項の

規定に基づき、下記の期限までに下記のとおり是正に必要な措置をとることを命じます。 

 

記 

 

 １ 建築物の概要 

  ⑴ 地名地番 

     

  ⑵ 建築主 

 

 ２ 命ずる措置 

 

 ３ 是正期限 

       年   月   日 

 

 ４ 備考 

 

 

 

 

 

 

 

（教示） 

 この決定について不服がある場合は、この決定があったことを知った日の翌日から起算して３

箇月以内に、京都市長に対して審査請求をすることができます。ただし、当該期間内であって

も、この決定があった日の翌日から起算して１年を経過したときは、審査請求をすることができ

なくなります。 

 また、この決定があったことを知った日（京都市長に審査請求をした場合は、当該審査請求に

対する裁決があったことを知った日）の翌日から起算して６箇月以内に、京都市（訴訟において

京都市を代表する者は京都市長となります。）を被告として、処分の取消しの訴えを提起するこ

ともできます。ただし、当該期間内であっても、この決定があった日（京都市長に審査請求をし

た場合は、当該審査請求に対する京都市長の裁決があった日）の翌日から起算して１年を経過し

たときは、処分の取消しの訴えを提起することはできなくなります。 
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（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１１号様式（第１１条第１項関係） 

 

建築物エネルギー消費性能確保計画に係る指示書 

 

京都市達都建審第  号

    年   月   日

            様 

京都市長                 印 

 

 下記の建築物エネルギー消費性能確保計画（住宅部分に係る部分に限る。）は、建築物のエネ

ルギー消費性能基準に適合せず、当該特定建築物のエネルギー消費性能の確保のため必要がある

と認められますので、建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律第１６条第１項によ

り、下記の措置を採ることを指示します。 

 なお、当該措置を採ることができない正当な理由があるときは、その理由を明確にした書面を

下記の期限までに提出してください。 

 

記 

 

 １ 建築物エネルギー消費性能確保計画の内容 

  ⑴ 提出先の所管行政庁又は登録建築物エネルギー消費性能判定機関 

   

  ⑵ 受付番号等    第            号 

  ⑶ 受付年月日     年     月     日 

  ⑷ 地名地番 

 

 ２ 指示に係る措置の内容 

 

 ３ 指示に係る措置を採ることができない理由書の提出期限 

          年     月     日 

 

 ４ 備考 

 

 

（教示） 

 この決定について不服がある場合は、この決定があったことを知った日の翌日から起算して３

箇月以内に、京都市長に対して審査請求をすることができます。ただし、当該期間内であって

も、この決定があった日の翌日から起算して１年を経過したときは、審査請求をすることができ

なくなります。 

 また、この決定があったことを知った日（京都市長に審査請求をした場合は、当該審査請求に

対する裁決があったことを知った日）の翌日から起算して６箇月以内に、京都市（訴訟において

京都市を代表する者は京都市長となります。）を被告として、処分の取消しの訴えを提起するこ

ともできます。ただし、当該期間内であっても、この決定があった日（京都市長に審査請求をし

た場合は、当該審査請求に対する京都市長の裁決があった日）の翌日から起算して１年を経過し

たときは、処分の取消しの訴えを提起することはできなくなります。 
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（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１２号様式（第１１条第２項関係） 

 

建築物エネルギー消費性能確保計画に係る命令書 

 

京都市達都建審第  号

    年   月   日

            様 

京都市長                 印 

 

 下記の建築物エネルギー消費性能確保計画（住宅部分に係る部分に限る。）について、下記の

通り指示しましたが、必要な措置が採られておらず、又は先に提出された理由書の内容は正当な

理由とは認められないため、建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律第１６条第２項

の規定により、下記の期限までに該当指示に係る措置を採ることを命じます。 

 

記 

 

 １ 建築物エネルギー消費性能確保計画の内容 

  ⑴ 提出先の所管行政庁又は登録建築物エネルギー消費性能判定機関 

   

  ⑵ 受付番号等    第            号 

  ⑶ 受付年月日     年     月     日 

  ⑷ 地名地番 

 

 ２ 指示の内容 

  ⑴ 指示書番号    第            号 

  ⑵ 指示年月日      年    月     日 

  ⑶ 指示に係る措置の内容 

 

 ３ 是正期限 

     年    月    日 

 

 ４ 備考 

 

 

 （教示） 

 この決定について不服がある場合は、この決定があったことを知った日の翌日から起算して３

箇月以内に、京都市長に対して審査請求をすることができます。ただし、当該期間内であって

も、この決定があった日の翌日から起算して１年を経過したときは、審査請求をすることができ

なくなります。 

 また、この決定があったことを知った日（京都市長に審査請求をした場合は、当該審査請求に対

する裁決があったことを知った日）の翌日から起算して６箇月以内に、京都市（訴訟において京都

市を代表する者は京都市長となります。）を被告として、処分の取消しの訴えを提起することもで

きます。ただし、当該期間内であっても、この決定があった日（京都市長に審査請求をした場合は、

当該審査請求に対する京都市長の裁決があった日）の翌日から起算して１年を経過したときは、処

分の取消しの訴えを提起することはできなくなります。 
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第１３号様式（第１２条関係） 

 

特定建築物に係る報告書 

 

年  月  日

（あて先）京都市長 

 

建築主等の住所又は 

主たる事務所の所在地 

建築主等の氏名又は           

名称及び代表者の氏名 

 

設計者氏名               

 

 建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律第１７条第１項の規定により報告の求めの

あった特定建築物の建築物エネルギー消費性能基準への適合に関する事項について、下記のとお

り報告します。 

 

記 

 

 １ 建築物エネルギー消費性能確保計画の内容 

  ⑴ 提出先の所管行政庁又は登録建築物エネルギー消費性能判定機関 

   

  ⑵ 受付番号等    第            号 

  ⑶ 受付年月日     年     月     日 

  ⑷ 地名地番 

 

 ２ 特定建築物の設計及び施工並びに構造及び設備の状況に係る事項 

 

 

 

 

 

 

 

※受付欄 ※備考 

年  月  日  

第        号 

担当 

 

（注意）１ ※印欄は記入しないでください。 

２ 建築主等が法人である場合は、代表者の氏名を併せて記載してください。 

 

第１０号様式（第１２条関係） 

 

建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律第１０条第１項の規定により 

建築物エネルギー消費性能基準に適合させなければならない建築物に係る報告書 

 

年  月  日

（あて先）京都市長 

 

建築主等の住所又は 

主たる事務所の所在地 

建築主等の氏名又は           

名称及び代表者の氏名 

 

設計者氏名               

 

 建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律第１５条第１項の規定により報告の求めの

あった、同法第１０条第１項の規定により建築物エネルギー消費性能基準に適合させなければな

らない建築物の建築物エネルギー消費性能基準への適合に関する事項について、下記のとおり報

告します。 

 

記 

 

 １ 建築物エネルギー消費性能確保計画の内容 

  ⑴ 提出先の所管行政庁又は登録建築物エネルギー消費性能判定機関 

   

  ⑵ 受付番号等    第            号 

  ⑶ 受付年月日     年     月     日 

  ⑷ 地名地番 

 

 ２ 建築物の設計及び施工並びに構造及び設備の状況に係る事項 

 

 

 

 

 

 

 

※受付欄 ※備考 

年  月  日  

第        号 

担当 

 

（注意）１ ※印欄は記入しないでください。 

２ 建築主等が法人である場合は、代表者の氏名を併せて記載してください。 
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（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１４号様式（第１６条第１項関係） 

 

届出に係る指示書 

 

京都市達都建審第  号

    年   月   日

            様 

京都市長                 印 

 

 下記の届出に係る計画は、建築物のエネルギー消費性能基準に適合せず、当該建築物のエネル

ギー消費性能の確保のため必要があると認められますので、建築物のエネルギー消費性能の向上

等に関する法律第１９条第２項又は同法附則第３条第３項により、下記の措置を採ることを指示

します。 

 なお、当該措置を採ることができない正当な理由があるときは、その理由を明確にした書面を

下記の期限までに提出してください。 

 

記 

 

 １ 届出の内容 

  ⑴ 受付番号     第            号 

  ⑵ 受付年月日     年     月     日 

  ⑶ 地名地番 

 

 ２ 指示に係る措置の内容 

 

 ３ 指示に係る措置を採ることができない理由書の提出期限 

     年    月    日 

 

 ４ 備考 

 

 

 

 

 

（教示） 

 この決定について不服がある場合は、この決定があったことを知った日の翌日から起算して３

箇月以内に、京都市長に対して審査請求をすることができます。ただし、当該期間内であって

も、この決定があった日の翌日から起算して１年を経過したときは、審査請求をすることができ

なくなります。 

 また、この決定があったことを知った日（京都市長に審査請求をした場合は、当該審査請求に対

する裁決があったことを知った日）の翌日から起算して６箇月以内に、京都市（訴訟において京都

市を代表する者は京都市長となります。）を被告として、処分の取消しの訴えを提起することもで

きます。ただし、当該期間内であっても、この決定があった日（京都市長に審査請求をした場合は、

当該審査請求に対する京都市長の裁決があった日）の翌日から起算して１年を経過したときは、処

分の取消しの訴えを提起することはできなくなります。 
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（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１５号様式（第１６条第２項関係） 

 

届出に係る命令書 

 

京都市達都建審第  号

    年   月   日

            様 

京都市長               印 

 

 下記の届出に係る計画について、下記のとおり指示しましたが、必要な措置が採られておら

ず、又は先に提出された理由書の内容は正当な理由とは認められないため、建築物のエネルギー

消費性能の向上等に関する法律第１９条第３項又は同法附則第３条第４項の規定により、下記の

期限までに該当指示に係る措置を採ることを命じます。 

 

記 

 

 １ 届出の内容 

  ⑴ 受付番号      第            号 

  ⑵ 受付年月日      年     月     日 

  ⑶ 地名地番 

 

 ２ 指示の内容 

  ⑴ 指示書番号     第            号 

  ⑵ 指示年月日       年    月     日 

  ⑶ 指示に係る措置の内容 

 

３ 是正期限 

     年    月    日 

 

４ 備考 

 

 

 

 

（教示） 

 この決定について不服がある場合は、この決定があったことを知った日の翌日から起算して３

箇月以内に、京都市長に対して審査請求をすることができます。ただし、当該期間内であって

も、この決定があった日の翌日から起算して１年を経過したときは、審査請求をすることができ

なくなります。 

 また、この決定があったことを知った日（京都市長に審査請求をした場合は、当該審査請求に

対する裁決があったことを知った日）の翌日から起算して６箇月以内に、京都市（訴訟において

京都市を代表する者は京都市長となります。）を被告として、処分の取消しの訴えを提起するこ

ともできます。ただし、当該期間内であっても、この決定があった日（京都市長に審査請求をし

た場合は、当該審査請求に対する京都市長の裁決があった日）の翌日から起算して１年を経過し

たときは、処分の取消しの訴えを提起することはできなくなります。 
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（削除） 

 

 

 

 

 

第１６号様式（第１７条関係） 

 

建築物エネルギー消費性能基準への適合に関する事項に係る報告書 

 

年  月  日

（あて先）京都市長 

 

建築主等の住所又は 

主たる事務所の所在地 

建築主等の氏名又は             

名称及び代表者の氏名 

 

設計者氏名                 

 

 建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律第２１条第１項又は同法附則第３条第９項

の規定により報告の求めのあった建築物の建築物エネルギー消費性能基準への適合に関する事項

について、下記のとおり報告します。 

 

記 

 

 １ 届出の内容 

  ⑴ 受付番号      第            号 

  ⑵ 受付年月日      年     月     日 

  ⑶ 地名地番 

 

 ２ 建築物の設計及び施工並びに構造及び設備の状況に係る事項 

 

 

 

 

 

 

※受付欄 ※備考 

年  月  日  

第        号 

担当 

 

 

（注意）１ ※印欄は記入しないでください。 

２ 建築主等が法人である場合は、代表者の氏名を併せて記載してください。 
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第１７号様式（第１８条第２項関係） 
建築物エネルギー消費性能向上計画認定事前協議書 

（あて先）京都市長      年      月     日 
協議者の住所（法人にあっては、主たる事務所の所在地） 
 

協議者の氏名（法人にあっては、名称及び代表者名） 
 

  
電話：   （    ）   

  
京都市建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律に基づく適合性判定等に関する要綱

第１８条第１項の規定により、次のとおり事前協議します。 

1 代 理 者 

氏名又は名称： 
住所又は所在地： 
電 話：    （   ）  

2 地名地番（予定） 京都市    区 

3 建築物の 

  構造・規模 

□木造 □S 造 □RC 造 □SRC 造 □その他（      ） 
階 数：地上    階 ／ 地下    階 
延べ面積：      ㎡ 

4 建築物の用途 □一戸建ての住宅 □共同住宅等 □非住宅建築物 □複合建築物 

5 申請に係る 

  建築物の 

  区分・床面積 

 事前審査有りの部分 事前審査なしの部分 

□ 住宅部分 
□一戸建ての住宅 ㎡ ㎡ 

□ 共 同 住 宅 等 ㎡ ㎡ 

□ 非住宅部分 ㎡ ㎡ 

  （事前審査なしの部分のうち、モデル建物法による部分               ㎡）  

6 審査機関の審査 
□ 済     □ 審査中     □ 未審査     □ 無 
機関名： 

7 確認申請 

□ 済     □ 審査中     □ 未審査       □ 不要 
機関名： 
※構造計算適合性判定 □ 要（判定結果通知書添付・主事審査）  □ 不要 

8 確認の特例 法第３５条第２項の規定による申出の有無    □無    □有 
注１ 該当する□には、レ印を記入してください。 
注２ 「法」とは、建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律のことをいいます。 

注３ ※印欄は記入しないでください。 

※受付欄 ※認定手数料      年   月   日決定  
備考 

   年  月  日 
課長 係長 担当 

第        号 
手 数 料 計  ￥         － 
認 定 申 請 手 数 料 ￥         － 

担当 確 認 申 請 手 数 料 ￥         － 
適 判 相 当 手 数 料 ￥         － 

第１１号様式（第１３条第２項関係） 
建築物エネルギー消費性能向上計画認定事前協議書 

（あて先）京都市長      年      月     日 
協議者の住所（法人にあっては、主たる事務所の所在地） 
 

協議者の氏名（法人にあっては、名称及び代表者名）  
 

  
電話：   （    ）   

  
京都市建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律に基づく適合性判定等に関する要綱第

１３条第１項の規定により、次のとおり事前協議します。 

1 代 理 者 

氏名又は名称： 
住所又は所在地： 
電 話：    （   ）  

2 地名地番（予定） 京都市    区 

3 建築物の 

  構造・規模 

□木造 □S 造 □RC 造 □SRC 造 □その他（      ） 
階 数：地上    階 ／ 地下    階 
延べ面積：      ㎡ 

4 建築物の用途 

□住宅（ □一戸建て □共同住宅等） 
□非住宅 
□複合建築物 

5 申請に係る 

  建築物の 

  区分・床面積 

 事前審査有りの部分 事前審査なしの部分 

□ 住宅部分 
□一戸建ての住宅 ㎡ ㎡ 

□ 共 同 住 宅 等 ㎡ ㎡ 

□ 非住宅部分 ㎡ ㎡ 

（住宅部分：事前審査なしの部分の評価方法 □誘導仕様基準 □併用法 □標準計算法）

  （非住宅部分：事前審査なしの部分のうち、モデル建物法による部分               ㎡）  

6 審査機関の審査 
□ 済     □ 審査中     □ 未審査     □ 無 
機関名： 

7 確認申請 

□ 済     □ 審査中     □ 未審査       □ 不要 
機関名： 
※構造計算適合性判定 □ 要（判定結果通知書添付・主事等審査）  □ 不要 

8 確認の特例 法第３０条第２項の規定による申出の有無   □無    □有 

注１ 該当する□（複合建築物の場合は該当する全ての□）には、レ印を記入してください。 
注２ 「法」とは、建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律のことをいいます。 
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第１７号様式（裏面）

事前協議に係る添付図書チェックリスト 

添付図書 

□ 付近見取図 

□ 配置図 

□ 各階平面図（用途の別が分かるもの） 

□ 床面積求積図 

□ 用途別床面積表 

□ 立面図 

□ 建築基準法第６条第１項に規定する確認申請書に相当する書類（法第３０条第２項の規定に

よる申出をしようとする場合に限る。） 

□ 委任状（代理者が事前協議を行う場合に限る。） 

注４ 添付した図書の□に、レ印を記入してください。 

第１１号様式（裏面） 

注３ ※印欄は記入しないでください。 
 
 
事前協議に係る添付図書チェックリスト 

添付図書 

□ 付近見取図 

□ 配置図 

□ 各階平面図（用途の別が分かるもの） 

□ 床面積求積図 

□ 用途別床面積表 

□ 立面図 

□ 建築基準法第６条第１項に規定する確認申請書に相当する書類（法第３０条第２項の規定に

よる申出をしようとする場合に限る。） 

□ 委任状（代理者が事前協議を行う場合に限る。） 

□ 住宅型式性能認定書（住宅の品質確保の促進等に関する法律第３１条に適合する住宅に限る。） 

注４ 添付した図書の□に、レ印を記入してください。 

※受付欄 ※認定手数料      年   月   日決定  
備考 

   年  月  日 
課長 係長 担当 

第        号 
手 数 料 計  ￥         － 
認 定 申 請 手 数 料 ￥         － 

担当 確 認 申 請 手 数 料 ￥         － 
適 判 相 当 手 数 料 ￥         － 
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第１８号様式（第１９条第２項関係） 

建築物エネルギー消費性能向上計画認定変更事前協議書 
（あて先）京都市長      年      月     日 
協議者の住所（法人にあっては、主たる事務所の所在地） 
 

協議者の氏名（法人にあっては、名称及び代表者名）  
 
 

電話：   （    ）    

京都市建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律に基づく適合性判定等に関する要綱

第１９条第１項の規定により、次のとおり事前協議します。 

注１ 該当する□には、レ印を記入してください。 
注２ 「法」とは、建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律のことをいいます。 

注３ ※印欄は記入しないでください。 
注４ 「省令」とは、建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律施行規則のことをい 
  います。 

1 代 理 者 

氏名又は名称： 
住所又は所在地： 
電 話：    （   ）  

2 地名地番（予定） 京都市      区 
3 変更前の認定番号 

及び認定年月日 
第          号          年  月  日 

4 変更内容 
 

5 変更前の 

  審査機関の審査 

  及び評価方法 

□ 有 機関名：            □ 無 
審査機関の審査が無の場合は評価方法を記入してください。 
□モデル建物法 □その他（         ） 

6 変更後の 

審査機関の審査 

及び評価方法 

□ 済     □ 審査中     □ 未審査     □ 無 
機関名： 
審査機関の審査が無の場合は評価方法を記入してください。 
□モデル建物法 □その他（         ） 

7 計画変更確認申請 

□ 済     □ 審査中     □ 未審査       □ 不要 
機関名： 
構造計算適合性判定  □ 要（判定結果通知書添付・主事審査）   □ 不要 

8 確認の特例 法第３５条第２項の規定による申出の有無   □無    □有 

※受付欄 ※変更認定手数料    年   月   日決定  
備考 

  年  月  日 
課長 係長 担当 

第       号 

□ 法第３６条第１項の規定による計画変更 

□ 省令第２６条に掲げる軽微な変更（□第１号 □第２号）  

手 数 料 計 ￥         － 
担当 変更認定申請手数料 ￥         － 

計画変更確認申請手数料 ￥         － 
適 判 相 当 手 数 料 ￥         － 

第１２号様式（第１４条第２項関係） 

建築物エネルギー消費性能向上計画認定変更事前協議書 
（あて先）京都市長      年      月     日 
協議者の住所（法人にあっては、主たる事務所の所在地） 
 

協議者の氏名（法人にあっては、名称及び代表者名）  
 
 

電話：   （    ）    

京都市建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律に基づく適合性判定等に関する要綱第

１４条第１項の規定により、次のとおり事前協議します。 

注１ 該当する□には、レ印を記入してください。 
注２ 「法」とは、建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律のことをいいます。 

注３ ※印欄は記入しないでください。 
注４ 「省令」とは、建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律施行規則のことをい 
  います。 

1 代 理 者 

氏名又は名称： 
住所又は所在地： 
電 話：    （   ）  

2 地名地番（予定） 京都市      区 
3 変更前の認定番号 

及び認定年月日 
第          号          年  月  日 

4 変更内容 
 

5 変更前の 

  審査機関の審査 

  及び評価方法 

□ 有 機関名：            □ 無 
審査機関の審査が無の場合は評価方法を記入してください。 
□住宅：□誘導仕様基準 □併用法 □標準計算法 
□非住宅：□モデル建物法 □その他（         ） 

6 変更後の 

審査機関の審査 

及び評価方法 

□ 済     □ 審査中     □ 未審査     □ 無 
機関名： 
審査機関の審査が無の場合は評価方法を記入してください。 
□モデル建物法 □その他（         ） 

7 計画変更確認申請 

□ 済     □ 審査中     □ 未審査       □ 不要 
機関名： 
構造計算適合性判定  □ 要（判定結果通知書添付・主事等審査）   □ 不要 

8 確認の特例 法第３０条第２項の規定による申出の有無   □無    □有 

※受付欄 ※変更認定手数料    年   月   日決定  
備考 

  年  月  日 
課長 係長 担当 

第       号 

□ 法第３１条第１項の規定による計画変更 

□ 省令第２５条に掲げる軽微な変更（□第１号 □第２号）  

手 数 料 計 ￥         － 
担当 変更認定申請手数料 ￥         － 

計画変更確認申請手数料 ￥         － 
適 判 相 当 手 数 料 ￥         － 
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第１９号様式（第２０条第２項関係） 
 

建築物エネルギー消費性能向上計画認定軽微変更該当証明事前協議書 
（あて先）京都市長      年      月     日 
協議者の住所（法人にあっては、主たる事務所の所在地） 
 

協議者の氏名（法人にあっては、名称及び代表者名）  
 

  
電話：   （    ）   

  
京都市建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律に基づく適合性判定等に関する要綱

第２０条第１項の規定により、次のとおり事前協議します。 

注１ 該当する□には、レ印を記入してください。 

注２ ※印欄は記入しないでください。 
注３ 「省令」とは、建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律施行規則のことをいい 

ます。 
 

1 代 理 者 

氏名又は名称： 
住所又は所在地： 
電 話：    （   ）  

2 地名地番（予定） 京都市      区 

3 変更前の認定番号 

及び認定年月日 
第          号          年  月  日 

4 変更内容 

 

5 変更前の 

  審査機関の審査 

□ 有 機関名：            □ 無 

6 変更後の 

審査機関の審査 

□ 済     □ 審査中     □ 未審査     □ 無 
機関名： 

7  計画変更確認申請 
□ 済     □ 審査中     □ 未審査       □ 不要 
機関名： 

※受付欄 ※省令第２９条の規定による軽微変更該当証明書交付手数料  
    年   月   日決定 

備考 
  年  月  日 

課長 係長 担当 

第       号 

担当 

手 数 料 計 ￥         － 

第１３号様式（第１５条第２項関係） 
 

建築物エネルギー消費性能向上計画認定軽微変更該当証明事前協議書 
（あて先）京都市長      年      月     日 
協議者の住所（法人にあっては、主たる事務所の所在地） 
 

協議者の氏名（法人にあっては、名称及び代表者名）  
 

  
電話：   （    ）   

  
京都市建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律に基づく適合性判定等に関する要綱

第１５条第１項の規定により、次のとおり事前協議します。 

注１ 該当する□には、レ印を記入してください。 

注２ ※印欄は記入しないでください。 
注３ 「省令」とは、建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律施行規則のことをいい 

ます。 
 

1 代 理 者 

氏名又は名称： 
住所又は所在地： 
電 話：    （   ）  

2 地名地番（予定） 京都市      区 

3 変更前の認定番号 

及び認定年月日 
第          号          年  月  日 

4 変更内容 

 

5 変更前の 

  審査機関の審査 

□ 有 機関名：            □ 無 

6 変更後の 

審査機関の審査 

□ 済     □ 審査中     □ 未審査     □ 無 
機関名： 

7  計画変更確認申請 
□ 済     □ 審査中     □ 未審査       □ 不要 
機関名： 

※受付欄 ※省令第２８条の規定による軽微変更該当証明書交付手数料  
    年   月   日決定 

備考 
  年  月  日 

課長 係長 担当 

第       号 

担当 

手 数 料 計 ￥         － 
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第２０号様式（第２２条第３項関係） 

（第一面） 

 

建築物エネルギー消費性能向上計画認定軽微変更該当証明請求書 

 

年  月  日

（あて先）京都市長 

 

請求者の住所又は 

主たる事務所の所在地 

請求者の氏名又は              

名称及び代表者の氏名 

 

設計者氏名                 

 

 建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律施行規則第２９条の規定により、建築物エ

ネルギー消費性能向上計画（非住宅部分に係る部分に限る。）の認定の変更が同規則第２６条第

１号又は第２号の軽微な変更に該当していることを証する書面の交付を求めます。この請求書及

び添付図書に記載の事項は、事実に相違ありません。 

 

計画を変更する建築物に係る直前の建築物エネルギー消費性能向上計画認定 

 １ 認定番号    第       号 

 ２ 認定年月日     年  月  日 

 ３ 軽微な変更の概要 

 
 
 
 
 
 
 

※受付欄 ※軽微変更該当証明書番号欄 ※備考 
年  月  日 年  月  日  

第        号 第        号 
係員 

 

 

係員 

（注意）１ 第二面から第六面として建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律施行規

則別記様式第三十三の第二面から第六面までに記載すべき事項を記載した書類を添え

てください。 

２ ※印欄は記入しないでください。 

３ 請求者が法人である場合は、代表者の氏名を併せて記載してください。 

第１４号様式（第１７条第３項関係） 

（第一面） 

 

建築物エネルギー消費性能向上計画認定軽微変更該当証明請求書 

 

年  月  日

（あて先）京都市長 

 

請求者の住所又は 

主たる事務所の所在地 

請求者の氏名又は              

名称及び代表者の氏名 

 

設計者氏名                 

 

 建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律施行規則第２８条の規定により、建築物エ

ネルギー消費性能向上計画の認定の変更が同規則第２５条第１号又は第２号の軽微な変更に該当

していることを証する書面の交付を求めます。この請求書及び添付図書に記載の事項は、事実に

相違ありません。 

 

計画を変更する建築物に係る直前の建築物エネルギー消費性能向上計画認定 

 １ 認定番号    第       号 

 ２ 認定年月日     年  月  日 

 ３ 軽微な変更の概要 

 
 
 
 
 
 
 

※受付欄 ※軽微変更該当証明書番号欄 ※備考 
年  月  日 年  月  日  

第        号 第        号 
係員 

 

 

係員 

（注意）１ 第二面から第六面として建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律施行規

則別記様式第二十七の第二面から第六面までに記載すべき事項を記載した書類を添え

てください。 

２ ※印欄は記入しないでください。 

３ 請求者が法人である場合は、代表者の氏名を併せて記載してください。 
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第２１号様式（第２４条関係） 

 

建築物エネルギー消費性能向上計画通知書 

 

年  月  日

（あて先）建築主事又は建築副主事 様 

 

 京都市長 

 

 建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律第３５条第２項（同法第３６条第２項にお

いて準用する場合を含む。）による申出がありましたので、京都市建築物のエネルギー消費性能

の向上等に関する法律に基づく適合性判定等に関する要綱第２４条の規定に基づき、建築物エネ

ルギー消費性能向上計画を通知します。 

 

 １ 建築物エネルギー消費性能向上計画の認定申請受付番号 

   第        号 

 

 ２ 建築物エネルギー消費性能向上計画の認定申請受付年月日 

      年    月    日 

 

 ３ 申請者の住所又は主たる事務所の所在地 

 

   申請者の氏名又は名称及び代表者の氏名 

 

 ４ 認定に係る建築物の位置 

    

 ５ 建築物エネルギー消費性能向上計画 

   別添のとおり 

 

 

第１５号様式（第１９条関係） 

 

建築物エネルギー消費性能向上計画通知書 

 

年  月  日

（あて先）建築主事又は建築副主事 様 

 

  京都市長 

 

 建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律第３０条第２項（同法第３１条第２項にお

いて準用する場合を含む。）による申出がありましたので、京都市建築物のエネルギー消費性能

の向上等に関する法律に基づく適合性判定等に関する要綱第１９条の規定に基づき、建築物エネ

ルギー消費性能向上計画を通知します。 

 

 １ 建築物エネルギー消費性能向上計画の認定申請受付番号 

   第        号 

 

 ２ 建築物エネルギー消費性能向上計画の認定申請受付年月日 

      年    月    日 

 

 ３ 申請者の住所又は主たる事務所の所在地 

 

   申請者の氏名又は名称及び代表者の氏名 

 

 ４ 認定に係る建築物の位置 

    

 ５ 建築物エネルギー消費性能向上計画 

   別添のとおり 
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第２２号様式（第２５条第１項関係） 

 

建築物エネルギー消費性能向上計画の認定申請取下げ届 

 

年  月  日

（あて先）京都市長 

申請者の住所又は 

主たる事務所の所在地 

申請者の氏名又は              

名称及び代表者の氏名 

 

 下記の認定の申請を取り下げますので、京都市建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する

法律に基づく適合性判定等に関する要綱第２５条第１項の規定に基づき届け出ます。 

 

記 

 

 １ 申請年月日 

      年    月    日 

 

 ２ 確認の特例（建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律第３５条第２項（同法第

３６条第２項において準用する場合を含む。）に基づく申出）の有無 

      有     無 

  

 ３ 申請に係る建築物の位置 

 

 ４ 取下げ理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

※受付欄 ※備考 

年  月  日  

第        号 

担当 

 

 

（注意）１ ※印欄は記入しないでください。 

２ 申請者が法人である場合は、代表者の氏名を併せて記載してください。 

 

第１６号様式（第２０条第１項関係） 

 

建築物エネルギー消費性能向上計画の認定申請取下げ届 

 

年  月  日

（あて先）京都市長 

申請者の住所又は 

主たる事務所の所在地 

申請者の氏名又は              

名称及び代表者の氏名 

 

 下記の認定の申請を取り下げますので、京都市建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する

法律に基づく適合性判定等に関する要綱第２０条第１項の規定に基づき届け出ます。 

 

記 

 

 １ 申請年月日 

      年    月    日 

 

 ２ 確認の特例（建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律第３０条第２項（同法第

３１条第２項において準用する場合を含む。）に基づく申出）の有無 

      有     無 

  

 ３ 申請に係る建築物の位置 

 

 ４ 取下げ理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

※受付欄 ※備考 

年  月  日  

第        号 

担当 

 

 

（注意）１ ※印欄は記入しないでください。 

２ 申請者が法人である場合は、代表者の氏名を併せて記載してください。 
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第２３号様式（第２５条第２項関係） 

 

建築物エネルギー消費性能向上計画に係る軽微変更該当証明請求取下げ届 

 

年  月  日

（あて先）京都市長 

請求者の住所又は 

主たる事務所の所在地 

請求者の氏名又は              

名称及び代表者の氏名 

 

 下記の建築物エネルギー消費性能向上計画に係る軽微変更該当証明の請求を取り下げますの

で、京都市建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律に基づく適合性判定等に関する要

綱第２５条第２項の規定に基づき届け出ます。 

 

記 

 

 １ 請求年月日 

      年    月    日 

 

 ２ 認定に係る建築物の位置 

 

 ３ 取下げ理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※受付欄 ※備考 

年  月  日  

第        号 

担当 

 

 

（注意）１ ※印欄は記入しないでください。 

２ 請求者が法人である場合は、代表者の氏名を併せて記載してください。 

 

第１７号様式（第２０条第２項関係） 

 

建築物エネルギー消費性能向上計画に係る軽微変更該当証明請求取下げ届 

 

年  月  日

（あて先）京都市長 

請求者の住所又は 

主たる事務所の所在地 

請求者の氏名又は              

名称及び代表者の氏名 

 

 下記の建築物エネルギー消費性能向上計画に係る軽微変更該当証明の請求を取り下げますの

で、京都市建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律に基づく適合性判定等に関する要

綱第２０条第２項の規定に基づき届け出ます。 

 

記 

 

 １ 請求年月日 

      年    月    日 

 

 ２ 認定に係る建築物の位置 

 

 ３ 取下げ理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※受付欄 ※備考 

年  月  日  

第        号 

担当 

 

 

（注意）１ ※印欄は記入しないでください。 

２ 請求者が法人である場合は、代表者の氏名を併せて記載してください。 
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第２４号様式（第２６条関係） 

 

建築物エネルギー消費性能向上計画を認定しない旨の通知書 

 

京都市指令都建審第  号

    年   月   日

            様 

京都市長                 印 

 

    年  月  日付けで建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律第３４条第１

項に基づく申請のあった別添の認定申請書及び添付図書に記載の計画は、下記の理由により、同

法第３５条第１項の規定による認定をしないこととしましたので、京都市建築物のエネルギー消

費性能の向上等に関する法律に基づく適合性判定等に関する要綱第２６条の規定に基づき、これ

を通知します。 

 

記 
 
 １ 申請年月日 

      年    月    日 

 

 ２ 申請者の住所又は主たる事務所の所在地 

 

 ３ 申請に係る建築物の位置 

    

 ４ 理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（教示） 

 この決定について不服がある場合は、この決定があったことを知った日の翌日から起算して３

箇月以内に、京都市長に対して審査請求をすることができます。ただし、当該期間内であって

も、この決定があった日の翌日から起算して１年を経過したときは、審査請求をすることができ

なくなります。 

 また、この決定があったことを知った日（京都市長に審査請求をした場合は、当該審査請求に

対する裁決があったことを知った日）の翌日から起算して６箇月以内に、京都市（訴訟において

京都市を代表する者は京都市長となります。）を被告として、処分の取消しの訴えを提起するこ

ともできます。ただし、当該期間内であっても、この決定があった日（京都市長に審査請求をし

た場合は、当該審査請求に対する京都市長の裁決があった日）の翌日から起算して１年を経過し

たときは、処分の取消しの訴えを提起することはできなくなります。 

第１８号様式（第２１条関係） 

 

建築物エネルギー消費性能向上計画を認定しない旨の通知書 

 

京都市指令都建審第  号

    年   月   日

            様 

   京都市長 

    年  月  日付けで建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律第２９条第１

項に基づく申請のあった別添の認定申請書及び添付図書に記載の計画は、下記の理由により、同

法第３０条第１項の規定による認定をしないこととしましたので、京都市建築物のエネルギー消

費性能の向上等に関する法律に基づく適合性判定等に関する要綱第２１条の規定に基づき、これ

を通知します。 

 

記 
 
 １ 申請年月日 

      年    月    日 

 

 ２ 申請者の住所又は主たる事務所の所在地 

 

 ３ 申請に係る建築物の位置 

    

 ４ 理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（教示） 

 この決定について不服がある場合は、この決定があったことを知った日の翌日から起算して３

箇月以内に、京都市長に対して審査請求をすることができます。ただし、当該期間内であって

も、この決定があった日の翌日から起算して１年を経過したときは、審査請求をすることができ

なくなります。 

 また、この決定があったことを知った日（京都市長に審査請求をした場合は、当該審査請求に

対する裁決があったことを知った日）の翌日から起算して６箇月以内に、京都市（訴訟において

京都市を代表する者は京都市長となります。）を被告として、処分の取消しの訴えを提起するこ

ともできます。ただし、当該期間内であっても、この決定があった日（京都市長に審査請求をし

た場合は、当該審査請求に対する京都市長の裁決があった日）の翌日から起算して１年を経過し

たときは、処分の取消しの訴えを提起することはできなくなります。 
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第２５号様式（第２７条第１項関係） 

 

建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律施行規則第２９条の規定による 

軽微変更該当証明書 

 

 

第          号

年   月   日

             様 

京都市長  印 

 

 

下記による請求書に記載の建築物エネルギー消費性能向上計画（非住宅部分に係る部分に限 

る。）の認定の変更は、建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律施行規則第２６条第○

号の軽微な変更に該当していることを証明します。 

 

 

記 

 

１ 請求年月日 

年   月   日 

 

２ 請求に係る建築物の位置 

 

 

３ 建築物又はその部分の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注意）この証は、大切に保存しておいてください。 

第１９号様式（第２２条第１項関係） 

 

建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律施行規則第２８条の規定による 

軽微変更該当証明書 

 

 

第          号

年   月   日

             様 

京都市長 

 

 

下記による請求書に記載の建築物エネルギー消費性能向上計画の認定の変更は、建築物のエネ

ルギー消費性能の向上等に関する法律施行規則第２５条第○号の軽微な変更に該当していること

を証明します。 

 

 

記 

 

１ 請求年月日 

年   月   日 

 

２ 請求に係る建築物の位置 

 

 

３ 建築物又はその部分の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注意）この証は、大切に保存しておいてください。 
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第２６号様式（第２７条第２項関係） 

 

建築物エネルギー消費性能向上計画認定の変更が軽微な変更に該当しない旨の通知書 

 

京都市指令都建審第  号

    年   月   日

            様 

京都市長               印 

 

    年  月  日付けで建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律施行規則第２

９条に基づき請求のあった別添の請求書及び添付図書に記載の計画は、下記の理由により、同規

則第２６条第１号及び第２号のいずれの軽微な変更にも該当していないことから、京都市建築物

のエネルギー消費性能の向上等に関する法律に基づく適合性判定等に関する要綱第２７条第２項

の規定に基づき、これを通知します。 

 

記 

 

 １ 請求年月日 

      年    月    日 

 

 ２ 請求に係る建築物の位置 

   

 ３ 理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（教示） 

 この決定について不服がある場合は、この決定があったことを知った日の翌日から起算して３

箇月以内に、京都市長に対して審査請求をすることができます。ただし、当該期間内であって

も、この決定があった日の翌日から起算して１年を経過したときは、審査請求をすることができ

なくなります。 

 また、この決定があったことを知った日（京都市長に審査請求をした場合は、当該審査請求に

対する裁決があったことを知った日）の翌日から起算して６箇月以内に、京都市（訴訟において

京都市を代表する者は京都市長となります。）を被告として、処分の取消しの訴えを提起するこ

ともできます。ただし、当該期間内であっても、この決定があった日（京都市長に審査請求をし

た場合は、当該審査請求に対する京都市長の裁決があった日）の翌日から起算して１年を経過し

たときは、処分の取消しの訴えを提起することはできなくなります。 

第２０号様式（第２２条第２項関係） 

 

建築物エネルギー消費性能向上計画認定の変更が軽微な変更に該当しない旨の通知書 

 

京都市指令都建審第  号

    年   月   日

            様 

   京都市長 

    年  月  日付けで建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律施行規則第２

８条に基づき請求のあった別添の請求書及び添付図書に記載の計画は、下記の理由により、同規

則第２５条第１号及び第２号のいずれの軽微な変更にも該当していないことから、京都市建築物

のエネルギー消費性能の向上等に関する法律に基づく適合性判定等に関する要綱第２２条第２項

の規定に基づき、これを通知します。 

 

記 

 

 １ 請求年月日 

      年    月    日 

 

 ２ 請求に係る建築物の位置 

   

 ３ 理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（教示） 

 この決定について不服がある場合は、この決定があったことを知った日の翌日から起算して３

箇月以内に、京都市長に対して審査請求をすることができます。ただし、当該期間内であって

も、この決定があった日の翌日から起算して１年を経過したときは、審査請求をすることができ

なくなります。 

 また、この決定があったことを知った日（京都市長に審査請求をした場合は、当該審査請求に

対する裁決があったことを知った日）の翌日から起算して６箇月以内に、京都市（訴訟において

京都市を代表する者は京都市長となります。）を被告として、処分の取消しの訴えを提起するこ

ともできます。ただし、当該期間内であっても、この決定があった日（京都市長に審査請求をし

た場合は、当該審査請求に対する京都市長の裁決があった日）の翌日から起算して１年を経過し

たときは、処分の取消しの訴えを提起することはできなくなります。 
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第２７号様式（第２８条第１項関係） 

 

性能向上計画認定建築物の新築等取りやめ届 

 

年  月  日

（あて先）京都市長 

認定建築主の住所又は 

主たる事務所の所在地 

認定建築主の氏名又は            

名称及び代表者の氏名 

  

 下記の性能向上計画認定建築物の新築等を取りやめますので、京都市建築物のエネルギー消費

性能の向上等に関する法律に基づく適合性判定等に関する要綱第２８条第１項の規定に基づき届

け出ます。 

 

記 
 
 １ 建築物エネルギー消費性能向上計画の認定番号 

   第        号 

  

 ２ 建築物エネルギー消費性能向上計画の認定年月日 

      年    月    日 

 

 ３ 確認の特例（建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律第３５条第２項（同法第 

３６条第２項において準用する場合を含む。）に基づく申出）の有無 

      有     無 （確認年月日・番号                   ） 

 

 ４ 認定に係る建築物の位置 

 

 ５ 認定建築主の氏名 

 

 ６ 取りやめ理由 

 

※受付欄 ※備考 

年  月  日  

第        号 

担当 

 

 

（注意）１ ※印欄は記入しないでください。 

２ 認定建築主が法人である場合は、代表者の氏名を併せて記載してください。 

 

第２１号様式（第２３条第１項関係） 

 

性能向上計画認定建築物の新築等取りやめ届 

 

年  月  日

（あて先）京都市長 

認定建築主の住所又は 

主たる事務所の所在地 

認定建築主の氏名又は            

名称及び代表者の氏名 

  

 下記の性能向上計画認定建築物の新築等を取りやめますので、京都市建築物のエネルギー消費

性能の向上等に関する法律に基づく適合性判定等に関する要綱第２３条第１項の規定に基づき届

け出ます。 

 

記 
 
 １ 建築物エネルギー消費性能向上計画の認定番号 

   第        号 

  

 ２ 建築物エネルギー消費性能向上計画の認定年月日 

      年    月    日 

 

 ３ 確認の特例（建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律第３０条第２項（同法第

３１条第２項において準用する場合を含む。）に基づく申出）の有無 

      有     無 （確認年月日・番号                   ） 

 

 ４ 認定に係る建築物の位置 

 

 ５ 認定建築主の氏名 

 

 ６ 取りやめ理由 

 

※受付欄 ※備考 

年  月  日  

第        号 

担当 

 

 

（注意）１ ※印欄は記入しないでください。 

２ 認定建築主が法人である場合は、代表者の氏名を併せて記載してください。 
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第２８号様式（第２８条第３項関係） 

 

性能向上計画認定建築物の新築等取りやめ届に係る認定取消通知書 

 

都建審第      号

    年  月  日

            様 

京都市長                 印 

 

 京都市建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律に基づく適合性判定等に関する要綱

第２８条第３項の規定に基づき、下記の認定建築物エネルギー消費性能向上計画について、その

認定を取り消しましたので、これを通知します。これにより、認定通知書はその効力を失いま

す。 

 

記 

 

 １ 建築物エネルギー消費性能向上計画の認定番号 

   第        号 

 

 ２ 建築物エネルギー消費性能向上計画の認定年月日 

      年    月    日 

 

 ３ 認定に係る建築物の位置 

   

 ４ 理由 

     年   月   日に性能向上計画認定建築物の新築等取りやめ届の提出があったた 

  め。 

 

第２２号様式（第２３条第３項関係） 

 

性能向上計画認定建築物の新築等取りやめ届に係る認定取消通知書 

 

都建審第      号

    年  月  日

            様 

     京都市長 

 

 京都市建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律に基づく適合性判定等に関する要綱

第２３条第３項の規定に基づき、下記の認定建築物エネルギー消費性能向上計画について、その

認定を取り消しましたので、これを通知します。これにより、認定通知書はその効力を失いま

す。 

 

記 

 

 １ 建築物エネルギー消費性能向上計画の認定番号 

   第        号 

 

 ２ 建築物エネルギー消費性能向上計画の認定年月日 

      年    月    日 

 

 ３ 認定に係る建築物の位置 

   

 ４ 理由 

     年   月   日に性能向上計画認定建築物の新築等取りやめ届の提出があったた 

  め。 
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第２９号様式（第２９条第１項関係） 

 

性能向上計画認定建築物の新築等状況報告書 

 

年  月  日

（あて先）京都市長 

認定建築主の住所又は 

主たる事務所の所在地 

認定建築主の氏名又は           

名称及び代表者の氏名 

 

 建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律第３７条の規定により、報告の求めのあっ

た性能向上計画認定建築物の新築等の状況について、下記のとおり報告します。 

 

記 

 

 １ 建築物エネルギー消費性能向上計画の認定番号 

   第        号 

 

 ２ 建築物エネルギー消費性能向上計画の認定年月日 

      年    月    日 

 

 ３ 認定に係る建築物の位置 

 

 ４ 性能向上計画認定建築物の新築等の状況 

 

 

 

 

 

 

※受付欄 ※備考 

年  月  日  

第        号 

担当 

 

 

（注意）１ ※印欄は記入しないでください。 
２ 認定建築主が法人である場合は、代表者の氏名を併せて記載してください。 

 

第２３号様式（第２４条第１項関係） 

 

性能向上計画認定建築物の新築等状況報告書 

 

年  月  日

（あて先）京都市長 

認定建築主の住所又は 

主たる事務所の所在地 

認定建築主の氏名又は           

名称及び代表者の氏名 

 

 建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律第３２条の規定により、報告の求めのあっ

た性能向上計画認定建築物の新築等の状況について、下記のとおり報告します。 

 

記 

 

 １ 建築物エネルギー消費性能向上計画の認定番号 

   第        号 

 

 ２ 建築物エネルギー消費性能向上計画の認定年月日 

      年    月    日 

 

 ３ 認定に係る建築物の位置 

 

 ４ 性能向上計画認定建築物の新築等の状況 

 

 

 

 

 

 

※受付欄 ※備考 

年  月  日  

第        号 

担当 

 

 

（注意）１ ※印欄は記入しないでください。 
２ 認定建築主が法人である場合は、代表者の氏名を併せて記載してください。 
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第３０号様式（第２９条第２項関係） 

 

性能向上計画認定建築物の新築等工事完了報告書 

 

年  月  日

（あて先）京都市長 

認定建築主の住所又は 

主たる事務所の所在地 

認定建築主の氏名又は            

名称及び代表者の氏名 

 

 性能向上計画認定建築物の新築等の工事が完了しましたので、京都市建築物のエネルギー消費

性能の向上等に関する法律に基づく適合性判定等に関する要綱第２９条第２項の規定により、下

記のとおり報告します。 

 

記 

 

 １ 建築物のエネルギー消費性能向上計画の認定番号（※変更認定申請を行った場合は変更認定番号も記入）  

   第        号 （※第          号） 

 

 ２ 建築物のエネルギー消費性能向上計画の認定年月日（※変更認定申請を行った場合は変更認定年月日も記入） 

      年    月    日（※    年   月   日） 

 

 ３ 認定に係る建築物の位置 

 

 ４ 建築物のエネルギー消費性能向上計画に基づき工事が完了したことを確認した建築士等 

    （   級）建築士 （         ）登録   第（         号） 

   住所 

   氏名                  

    （   級）建築士事務所 （      ）知事登録 第（         号） 

   名称 

   所在地 

 

 ５ 軽微な変更の内容（別紙での記載も可） 

 

 

 

 

 

※受付欄 ※備考 

年  月  日  

第        号 

担当 

（注意）１ ※印欄は記入しないでください。 

２ 認定建築主が法人である場合は、代表者の氏名を併せて記載してください。 

３ 建築基準法第７条第５項又は同法第７条の２第５項に基づく検査済証の写しを添付して

ください（認定された計画に基づく工事が同法第６条第１項及び同法第６条の２第１項に

定める確認申請を不要とする場合を除く。）。 

 

第２４号様式（第２４条第２項関係） 

 

性能向上計画認定建築物の新築等工事完了報告書 

 

年  月  日

（あて先）京都市長 

認定建築主の住所又は 

主たる事務所の所在地 

認定建築主の氏名又は            

名称及び代表者の氏名 

 

 性能向上計画認定建築物の新築等の工事が完了しましたので、京都市建築物のエネルギー消費

性能の向上等に関する法律に基づく適合性判定等に関する要綱第２４条第２項の規定により、下

記のとおり報告します。 

 

記 

 

 １ 建築物のエネルギー消費性能向上計画の認定番号（※変更認定申請を行った場合は変更認定番号も記入）  

   第        号 （※第          号） 

 

 ２ 建築物のエネルギー消費性能向上計画の認定年月日（※変更認定申請を行った場合は変更認定年月日も記入） 

      年    月    日（※    年   月   日） 

 

 ３ 認定に係る建築物の位置 

 

 ４ 建築物のエネルギー消費性能向上計画に基づき工事が完了したことを確認した建築士等 

    （   級）建築士 （         ）登録   第（         号） 

   住所 

   氏名                  

    （   級）建築士事務所 （      ）知事登録 第（         号） 

   名称 

   所在地 

 

 ５ 軽微な変更の内容（別紙での記載も可） 

 

 

 

 

 

※受付欄 ※備考 

年  月  日  

第        号 

担当 

（注意）１ ※印欄は記入しないでください。 

２ 認定建築主が法人である場合は、代表者の氏名を併せて記載してください。 

３ 建築基準法第７条第５項又は同法第７条の２第５項に基づく検査済証の写しを添付して

ください（認定された計画に基づく工事が同法第６条第１項及び同法第６条の２第１項に

定める確認申請を不要とする場合を除く。）。 
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第３１号様式（第３０条関係） 

 

性能向上計画認定建築物の新築等に関する改善命令書 

 

京都市達都建審第  号

   年  月   日

            様 

京都市長                印 

 

 下記の性能向上計画認定建築物の新築等について、建築物のエネルギー消費性能の向上等に関

する法律第３８条の規定により、以下のとおり、改善に必要な措置を命じます。 

 

記 

 

 １ 建築物エネルギー消費性能向上計画の認定番号 

   第        号 

 

 ２ 建築物エネルギー消費性能向上計画の認定年月日 

      年    月    日 

 

 ３ 認定に係る建築物の位置 

 

 ４ 命ずる措置 

 

 ５ 改善の期限 

      年    月    日 

 

 ６ 備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

（教示） 

 この決定について不服がある場合は、この決定があったことを知った日の翌日から起算して３

箇月以内に、京都市長に対して審査請求をすることができます。ただし、当該期間内であって

も、この決定があった日の翌日から起算して１年を経過したときは、審査請求をすることができ

なくなります。 

 また、この決定があったことを知った日（京都市長に審査請求をした場合は、当該審査請求に

対する裁決があったことを知った日）の翌日から起算して６箇月以内に、京都市（訴訟において

京都市を代表する者は京都市長となります。）を被告として、処分の取消しの訴えを提起するこ

ともできます。ただし、当該期間内であっても、この決定があった日（京都市長に審査請求をし

た場合は、当該審査請求に対する京都市長の裁決があった日）の翌日から起算して１年を経過し

たときは、処分の取消しの訴えを提起することはできなくなります。 

第２５号様式（第２５条関係） 

 

性能向上計画認定建築物の新築等に関する改善命令書 

 

京都市達都建審第  号

   年  月   日

            様 

京都市長                印 

     

 下記の性能向上計画認定建築物の新築等について、建築物のエネルギー消費性能の向上等に関

する法律第３３条の規定により、以下のとおり、改善に必要な措置を命じます。 

 

記 

 

 １ 建築物エネルギー消費性能向上計画の認定番号 

   第        号 

 

 ２ 建築物エネルギー消費性能向上計画の認定年月日 

      年    月    日 

 

 ３ 認定に係る建築物の位置 

 

 ４ 命ずる措置 

 

 ５ 改善の期限 

      年    月    日 

 

 ６ 備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

（教示） 

 この決定について不服がある場合は、この決定があったことを知った日の翌日から起算して３

箇月以内に、京都市長に対して審査請求をすることができます。ただし、当該期間内であって

も、この決定があった日の翌日から起算して１年を経過したときは、審査請求をすることができ

なくなります。 

 また、この決定があったことを知った日（京都市長に審査請求をした場合は、当該審査請求に

対する裁決があったことを知った日）の翌日から起算して６箇月以内に、京都市（訴訟において

京都市を代表する者は京都市長となります。）を被告として、処分の取消しの訴えを提起するこ

ともできます。ただし、当該期間内であっても、この決定があった日（京都市長に審査請求をし

た場合は、当該審査請求に対する京都市長の裁決があった日）の翌日から起算して１年を経過し

たときは、処分の取消しの訴えを提起することはできなくなります。 
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第３２号様式（第３１条関係） 

 

認定建築物エネルギー消費性能向上計画の認定取消通知書 

 

京都市達都建審第  号

    年  月  日

            様 

 

京都市長                 印 

 

 建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律第３９条の規定に基づき、下記の認定建築

物エネルギー消費性能向上計画について、その認定を取り消しましたので、これを通知します。

これにより、認定通知書はその効力を失います。 

 

記 

 

 １ 建築物エネルギー消費性能向上計画の認定番号 

   第        号 

 

 ２ 建築物エネルギー消費性能向上計画の認定年月日 

      年    月    日 

 

 ３ 認定に係る建築物の位置 

    

 ４ 理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（教示） 

 この決定について不服がある場合は、この決定があったことを知った日の翌日から起算して３

箇月以内に、京都市長に対して審査請求をすることができます。ただし、当該期間内であって

も、この決定があった日の翌日から起算して１年を経過したときは、審査請求をすることができ

なくなります。 

 また、この決定があったことを知った日（京都市長に審査請求をした場合は、当該審査請求に対

する裁決があったことを知った日）の翌日から起算して６箇月以内に、京都市（訴訟において京都

市を代表する者は京都市長となります。）を被告として、処分の取消しの訴えを提起することもで

きます。ただし、当該期間内であっても、この決定があった日（京都市長に審査請求をした場合は、

当該審査請求に対する京都市長の裁決があった日）の翌日から起算して１年を経過したときは、処

分の取消しの訴えを提起することはできなくなります。 

第２６号様式（第２６条関係） 

 

認定建築物エネルギー消費性能向上計画の認定取消通知書 

 

京都市達都建審第  号

    年  月  日

            様 

 

京都市長                 印 

 

 建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律第３４条の規定に基づき、下記の認定建築

物エネルギー消費性能向上計画について、その認定を取り消しましたので、これを通知します。

これにより、認定通知書はその効力を失います。 

 

記 

 

 １ 建築物エネルギー消費性能向上計画の認定番号 

   第        号 

 

 ２ 建築物エネルギー消費性能向上計画の認定年月日 

      年    月    日 

 

 ３ 認定に係る建築物の位置 

    

 ４ 理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（教示） 

 この決定について不服がある場合は、この決定があったことを知った日の翌日から起算して３

箇月以内に、京都市長に対して審査請求をすることができます。ただし、当該期間内であって

も、この決定があった日の翌日から起算して１年を経過したときは、審査請求をすることができ

なくなります。 

 また、この決定があったことを知った日（京都市長に審査請求をした場合は、当該審査請求に対

する裁決があったことを知った日）の翌日から起算して６箇月以内に、京都市（訴訟において京都

市を代表する者は京都市長となります。）を被告として、処分の取消しの訴えを提起することもで

きます。ただし、当該期間内であっても、この決定があった日（京都市長に審査請求をした場合は、

当該審査請求に対する京都市長の裁決があった日）の翌日から起算して１年を経過したときは、処

分の取消しの訴えを提起することはできなくなります。 



53/57 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３３号様式（第３２条第２項関係） 
 

建築物のエネルギー消費性能に係る認定事前協議書 

（あて先）京都市長      年      月     日 
協議者の住所（法人にあっては、主たる事務所の所在地） 
 

協議者の氏名（法人にあっては、名称及び代表者名）  
 

  
電話：   （    ）   

  
京都市建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律に基づく適合性判定等に関する要綱

第３２条第１項の規定により、次のとおり事前協議します。 

1 代 理 者 

氏名又は名称： 
住所又は所在地： 
電 話：    （   ）  

2 地名地番 京都市    区 

3 建築物の 

  構造・規模 

□木造 □S 造 □RC 造 □SRC 造 □その他（      ） 
階 数：地上    階 ／ 地下    階 
延べ面積：      ㎡ 

4 建築物の用途 □一戸建ての住宅 □共同住宅等 □非住宅建築物 □複合建築物 

5 申請に係る 

  建築物の 

  区分・床面積 

 事前審査有りの部分 
事前審査なしの部分 

（うち、仕様基準等又はモデル建物法による部分)  

□ 住宅 

  部分 

□ 一戸建ての住宅 ㎡ ㎡(       ㎡) 

□ 共同住宅等 ㎡ ㎡(       ㎡) 

□ 非住宅部分 ㎡ ㎡(       ㎡) 

6 審査機関の審査 
□済     □ 審査中     □ 未審査     □無 
機関名： 

注１ 該当する□には、レ印を記入してください。 
 
 
 
 

注２ ※印欄は記入しないでください。 

※受付欄 ※認定手数料     年   月   日決定 
備考    年  月  日 課長 係長 担当 

第        号 

担当 

認定申請手数料   ￥         － 
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（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３４号様式（第３５条関係） 

 

建築物のエネルギー消費性能に係る認定申請取下げ届 

 

年  月  日

（あて先）京都市長 

申請者の住所又は             

主たる事務所の所在地             

申請者の氏名又は              

名称及び代表者の氏名 

 

 下記の認定の申請を取り下げますので、京都市建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する

法律に基づく適合性判定等に関する要綱第３５条の規定に基づき届け出ます。 

 

記 

 

 １ 申請年月日 

      年    月    日 

 

 ２ 申請に係る建築物の位置 

 

 ３ 取下げ理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※受付欄 ※備考 

年  月  日  

第        号 

担当 

 

（注意）１ ※印欄は記入しないでください。 
２ 申請者が法人である場合は、代表者の氏名を併せて記載してください。 
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（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３５号様式（第３６条関係） 

 

建築物エネルギー消費性能に係る認定をしない旨の通知書 

 

京都市指令都建審第  号

    年  月  日

            様 

京都市長                 印 

 

    年  月  日付けで建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律第４１条第１

項に基づく申請のあった別添の認定申請書及び添付図書に記載の内容は、下記の理由により、同

条第２項の規定による認定をしないこととしましたので、京都市建築物のエネルギー消費性能の

向上等に関する法律に基づく適合性判定等に関する要綱第３６条の規定に基づき、これを通知し

ます。 

 

記 
 
 １ 申請年月日 

      年    月    日 

 

 ２ 申請者の住所又は主たる事務所の所在地 

 

 ３ 申請に係る建築物の位置 

    

 ４ 理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

（教示） 

 この決定について不服がある場合は、この決定があったことを知った日の翌日から起算して３

箇月以内に、京都市長に対して審査請求をすることができます。ただし、当該期間内であって

も、この決定があった日の翌日から起算して１年を経過したときは、審査請求をすることができ

なくなります。 

 また、この決定があったことを知った日（京都市長に審査請求をした場合は、当該審査請求に

対する裁決があったことを知った日）の翌日から起算して６箇月以内に、京都市（訴訟において

京都市を代表する者は京都市長となります。）を被告として、処分の取消しの訴えを提起するこ

ともできます。ただし、当該期間内であっても、この決定があった日（京都市長に審査請求をし

た場合は、当該審査請求に対する京都市長の裁決があった日）の翌日から起算して１年を経過し

たときは、処分の取消しの訴えを提起することはできなくなります。 
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（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３６号様式（第３７条関係） 

 

建築物のエネルギー消費性能に係る認定の認定取消通知書 

 

京都市達都建審第  号

    年  月  日

            様 

 

京都市長                 印 

 

 建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律第４２条の規定に基づき、下記の建築物の

エネルギー消費性能に係る認定について、その認定を取り消しましたので、これを通知します。

これにより、認定通知書はその効力を失います。 

 

記 

 

 １ 建築物のエネルギー消費性能に係る認定の認定番号 

   第        号 

 

 ２ 建築物のエネルギー消費性能に係る認定の認定年月日 

      年    月    日 

 

 ３ 認定に係る建築物の位置 

    

 ４ 理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

（教示） 

 この決定について不服がある場合は、この決定があったことを知った日の翌日から起算して３

箇月以内に、京都市長に対して審査請求をすることができます。ただし、当該期間内であって

も、この決定があった日の翌日から起算して１年を経過したときは、審査請求をすることができ

なくなります。 

 また、この決定があったことを知った日（京都市長に審査請求をした場合は、当該審査請求に

対する裁決があったことを知った日）の翌日から起算して６箇月以内に、京都市（訴訟において

京都市を代表する者は京都市長となります。）を被告として、処分の取消しの訴えを提起するこ

ともできます。ただし、当該期間内であっても、この決定があった日（京都市長に審査請求をし

た場合は、当該審査請求に対する京都市長の裁決があった日）の翌日から起算して１年を経過し

たときは、処分の取消しの訴えを提起することはできなくなります。 
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（削除） 

 

 

第３７号様式（第３８条第１項関係） 

 

基準適合認定建築物に係る報告書 

 

年  月  日

（あて先）京都市長 

認定を受けた者の住所又は 

主たる事務所の所在地 

認定を受けた者の氏名又は          

名称及び代表者の氏名 

 

 建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律第４３条第１項の規定により、報告の求め

のあった基準適合認定建築物について、下記のとおり報告します。 

 

記 

 

 １ 建築物のエネルギー消費性能に係る認定の認定番号 

   第        号 

 

 ２ 建築物のエネルギー消費性能に係る認定の認定年月日 

      年    月    日 

 

 ３ 認定に係る建築物の位置 

 

 ４ 基準適合認定建築物の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※受付欄 ※備考 

年  月  日  

第        号 

担当 

 

（注意）１ ※印欄は記入しないでください。 
２ 認定を受けた者が法人である場合は、代表者の氏名を併せて記載してください。 
 


